
新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道39号（北海道横断自動車道網走

あばしり

線） 

端野
た ん の

高野
た か の

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局 

起終点 
自：北海道北見

き た み

市端野町
たんのちょう

字川向
かわむかい

 

至：北海道網走
あばしり

郡美幌町
びほろちょう

字高野
た か の

 
延長 １４．３ｋｍ 

事業概要  

端野
た ん の

高野
た か の

道路は、北海道横断自動車道網走
あばしり

線の一部を構成する道路で、北見
き た み

市端野町
たんのちょう

字川向
かわむかい

から網走
あばしり

郡

美幌町
びほろちょう

字高野
た か の

に至る延長約１４ｋｍの自動車専用道路である。（北海道横断自動車道網走
あばしり

線は、黒松内
くろまつない

町を起

点として札幌
さっぽろ

市、帯広
おびひろ

市、北見
き た み

市等を経由し、網走
あばしり

市へ至る延長約４９３ｋｍの高規格幹線道路である。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、冬季災害に強い道路ネットワークを構築し、圏域中心都市と物流・観光拠点間のミ

ッシングリンクを解消し、観光振興や地域産業の活性化に貢献するとともに、高次医療施設への速達性向上に

より、地域の安心できる暮らしを確保するものである。 

全体事業費 約４８０億円 計画交通量    約１３，４００台／日 

事業概要図 

 

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

【北海道知事】 

新規事業採択時評価に係る「一般国道３９号（北海道横断自動車道網走線）端野高野道路」を予算化することについて同意します。 

「一般国道３９号（北海道横断自動車道網走線）端野高野道路」の整備は、女満別空港へのアクセス強化による広域周遊観光への貢献、地元農

水産物の輸送をはじめとする物流の効率化、冬期の安全で確実な交通の確保、北見市の高次医療施設への救急搬送時間の短縮など多くの効果を発

揮するものと考えています。 

このため、道としても、沿線の自治体と連携し、アクセス機能の強化などストック効果を最大限に発揮させる取組の推進に努めるとともに、地

元調整など事業が円滑に推進されるよう取り組んでまいりますので、是非とも平成３１年度の新規事業として予算化していただきますとともに、

早期の事業完成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ３０．１２） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．２ 

（１．４） 

総費用 ９０９億円 総便益 １，０４５億円 基準年  

事 業 費： ７５８億円 

維持管理費：  １５０億円 

走行時間短縮便益： ８２７億円 

走行経費減少便益： １７２億円 

交通事故減少便益：  ４７億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.001 (交通量    -10  ％) B/C＝1.3  (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.1  (事業費   +10  ％) B/C＝1.3  (事業費    -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.1  (事業期間  +20  ％) B/C＝1.2  (事業期間   -20 ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ

の
影
響 

渋滞対策 － 注目すべき影響はない。 

事故対策 ◎ 
別線整備により事故危険箇所を回避する。 

・事故危険区間の回避 

【現況】 ３箇所 → 【整備後】 ０箇所 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

北見市の高次医療施設への速達性が向上。 

・北見市高次医療施設60分圏 網走市カバー人口 

冬季 【現況】 13.4千人（34％） → 【整備後】  38.2千人（98％） 

夏季 【現況】 26.3千人（67％） → 【整備後】  38.7千人（99％） 

地域経済 ◎ 

ミッシングリンクの解消により、拠点都市と空港のアクセスが向上され、所要時間が短

縮することで、オホーツク管内の観光周遊性が向上。 

・女満別空港～北見市の所要時間 

冬季 【現況】 42分 → 【整備後】  30分（12分短縮） 

災 害 ◎ 
地吹雪多発箇所を回避し、安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保。 

・地吹雪多発箇所の回避 

【現況】 ６箇所 → 【整備後】 ０箇所 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 
速度向上や事故率低減など、交通環境の改善・輸送効率向上により地域の産業振興に貢

献。 

事業実施環境 ◯ 整備に対する要望が強い 

 

採択の理由 
 費用便益比が一体評価で１．２、個別評価で１．４と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続き

が完了し、事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、当該区間の整備により農水産物の輸送などに物流効率化、冬季の安全で確実な交通確保、女満別空港への

アクセス強化による広域周遊観光支援、北見市の高次医療施設への速達性向上などが期待でき、当該事業の整備の

必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

端野高野道路
たんのたかの

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※Ｂ／Ｃの上段は本別ＪＣＴ～網走を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費

用便益分析結果。 

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

該 当 箇 所



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 

事業の必要性  

当該区間の整備により、冬季災害に強い道路ネットワークを構築し、圏域中心都市と空港間のミッシングリン

クが解消され、全国の食を支える地域産業や観光振興の活性化するとともに、高次医療施設への速達性向上によ

より地域の安心できる暮らしに寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・オホーツク圏は吹雪等の発生頻度が道内でも

特に高い地域であり、現道の国道３９号では冬

季災害による通行止めが多発。 

・冬季は地吹雪等により走行環境が悪化し、旅

行速度が低下。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3閣議決定) 
・冬期災害に備えた安全な道路交通やライフラインの

確保等により被害軽減を図るため、代替性確保のため

の高規格幹線道路の整備、防雪柵の整備を行う。 

※北見網走都市圏総合都市交通体系調査(H27) 
・災害時にも強い道路づくり。 

住民生活 

・北見市はオホーツク圏で唯一第３次医療施設

を有するが、カバー面積は全国平均の８倍と広

く、網走市の人口３割が６０分以内に到達でき

ない。冬季は旅行速度は著しく低下し、網走市

の人口約７割が到達できなく、救急搬送におけ

る速達性の確保が急務。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3閣議決定) 
・基礎圏域中心都市と周辺市街地とのアクセス向上を

図り、基礎圏域内外の広域的な交流を支えるため、都

市間時間距離を縮める降格幹線道路網等の広域交通ネ

ットワークを整備推進する。 

※北見網走都市圏総合都市交通体系調査(H27) 
・救急搬送や通院など超高齢社会に対応した安全な道

路づくりを目指す。 

地域経済 

地域社会 

・当地域は全国の「食」を支える生産空間であ

るが、出荷ピークが冬季のため、冬季走行環境

の悪化や、通過交通と生活交通の混在による大

型車事故率の高さ等、安全安心な輸送ルートの

確保に課題。 

・オホーツク圏は、世界自然遺産知床や流氷な

どの観光資源が多いが、高規格幹線道路の開通

地域で観光客が増加する中、オホーツク圏は伸

び悩んでおり、観光拠点間の周遊性向上が課題。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3閣議決定) 
・生産地や観光地、消費地、空港・港湾等の交通拠点

を結ぶ道路ネットワークの整備、ミッシングリンク解

消等を推進する。 

※北見網走都市圏総合都市交通体系調査(H27) 
・都市圏内生産地と道内物流拠点を結ぶ高規格道路な

どによる物流網の強化。 

・都市圏内観光拠点のアクセス向上に寄与する高速交

通ネットワークの整備促進 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、不通リンクの解消により、ネットワ

ーク全体の防災機能が強化される。 
・また、冬季においても安全で信頼性の高い道路ネットワークが確保されるとともに、拠点都市と空港間のミッ

シングリンクが解消され、地域産業や観光振興の活性化、地域医療サービスの向上に貢献するなど有効性の高い

事業と評価する。 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

帯広市 網走市 ２３ 
（１５） 

０．１１ 
〔Ｂ〕 
０．０８ 
〔Ｂ〕 

０．０２ 
〔Ｂ〕 
０．０３ 
〔Ｂ〕 

▲２．７１ 
(▲０.４２) 

０.０９ 
(０.０９) 

０.１６ 
(０.１３) ○ 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（Ｈ３０.１２） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は本別ＪＣＴ～網走を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化

区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道44号（北海道横断自動車道根室

ね む ろ

線） 

尾
お

幌
ぼろ

糸魚沢
い と いざ わ

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北海道開発局 

起終点 
自：北海道厚岸

あっけし

郡厚岸
あっけし

町
ちょう

尾
お

幌
ぼろ

 

至：北海道厚岸
あっけし

郡厚岸
あっけし

町
ちょう

糸魚沢
い と いざ わ

 
延長 ２４．７ｋｍ 

事業概要  

尾
お

幌
ぼろ

糸魚沢
い と いざ わ

道路は、北海道横断自動車道根室
ね む ろ

線の一部を構成する道路で、厚岸
あっけし

郡厚岸
あっけし

町尾
お

幌
ぼろ

から厚岸
あっけし

郡厚岸
あっけし

町糸魚沢
い と いざ わ

に至る延長約２５㎞の自動車専用道路である。（北海道横断自動車道根室
ね む ろ

線は、黒松内
くろまつない

町を起点とし

て札幌
さっぽろ

市、帯広
おびひろ

市、釧路
く し ろ

市等を経由し、根室
ね む ろ

市へ至る延長約５３８㎞の高規格幹線道路である。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、津波浸水被害などの災害時の救援活動等においても機能する信頼性の高い道路ネッ

トワークを構築し、物流効率化や観光周遊性の支援、第３次救急医療施設へのアクセス性向上により救急搬送

などの救急医療活動を支援するものである。 

全体事業費 約６５０億円 計画交通量     約８，２００台／日 

事業概要図  

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

【北海道知事】 

新規事業採択時評価に係る「一般国道４４号（北海道横断自動車道根室線）尾幌糸魚沢道路」を予算化することについて同意します。 

「一般国道４４号（北海道横断自動車道根室線）尾幌糸魚沢道路」の整備は、大規模地震・津波発生時の避難・復旧活動への貢献、地元農水産

物の輸送をはじめとする物流の効率化、安全で確実な交通の確保、釧路市の高次医療施設への救急搬送時間の短縮など多くの効果を発揮するもの

と考えています。 

このため、道としても、沿線の自治体と連携し、地域防災力の向上などストック効果を最大限に発揮させる取組の推進に努めるとともに、地元

調整など事業が円滑に推進されるよう取り組んでまいりますので、是非とも平成３１年度の新規事業として予算化していただきますとともに、早

期の事業完成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ３１．１） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．７ 

（１．１） 

総費用 ７９０億円 総便益 １，３７６億円 基準年  

事 業 費： ６５２億円 

維持管理費： １３８億円 

走行時間短縮便益：１２２９億円 

走行経費減少便益： １０８億円 

交通事故減少便益：  ３９億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.6  (交通量    -10  ％) B/C＝1.9  (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.6  (事業費   +10  ％) B/C＝1.9  (事業費   -10  ％) 

事業期間変動 B/C＝1.7  (事業期間  +20  ％) B/C＝1.8  (事業期間  -20  ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の

影
響 

渋滞対策 － 注目すべき影響はない。 

事故対策 ◎ 
別線整備により事故危険箇所を回避する。 

・事故危険箇所の回避 

【現況】3箇所⇒【整備後】0箇所 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

第３次救急医療施設への速達性が向上。 

・第３次救急医療施設（市立釧路総合病院）60分 厚岸町カバー人口 

冬季     【現況】 3.8千人(39%) → 【整備後】 8.9千人(91%) 

冬季悪天候時 【現況】 0.5千人( 5%) → 【整備後】 3.9千人(40%) 

地域経済 ◎ 
釧路市～根室市間の時間短縮により周遊観光を支援。 

夏季 【現況】 131分 → 【整備後】 121分(10分短縮) 

災 害 ◎ 
津波浸水予測範囲を回避し災害時の救援活動等においても機能する信頼性の高い道路 

ネットワークを構築できる。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 
速度向上や事故率低減など、交通環境の改善・輸送効率向上により地域の産業振興に貢

献。 

事業実施環境 ◯ 整備に対する要望が強い。 

 

採択の理由 
 費用便益比が一体評価で１．７、個別評価で１．１と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続きが

完了し、事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、当該区間の整備により津波浸水予測範囲を回避し災害時に機能する信頼性の高い道路ネットワークを構築

し、物流効率化や観光周遊性の支援、アクセス向上による救急搬送などの救急医療活動を支援するなど、事業の必要

性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段は本別ＪＣＴ～根室ＩＣを対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費

用便益分析結果。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 

 
 

事業の必要性  

本道路は、交通機能の分担が図られることによる安全な物流ルートの確保、全国屈指の生産空間を支援すると

ともに、釧路市高次医療施設への救急搬送時間短縮による地域医療サービスの向上、釧路市～根室市間の所要時

間短縮による周遊観光支援、津波浸水予測範囲の回避による被災時の避難路・支援路確保に貢献するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・国道 44号の現道区間は、湿地帯を通過する

ため冠水による通行止めが発生しやすく、冬季

には吹雪による視程障害が発生。 

・国道４４号の現道区間には、津波浸水予測範

囲が存在し、災害時の道路ネットワーク寸断に

より、救援物資の輸送や災害復旧に大きな支

障。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3 閣議決定) 
・地震・津波による被害や社会経済的影響を最小限に

抑えるため、代替性の確保のための高規格幹線道路の

整備を推進する。 

※第５期厚岸町総合計画（2010～2019） 
・北海道横断自動車道（別保～温根沼間）の効率的な手

法による早期整備要 

・国道 44 号の幅員拡幅や冬期路面対策、冠水対策等、

交通安全対策の整備要望 

住民生活 

・釧路根室地域の第３次救急医療施設は市立釧

路総合病院のみであり、当該施設の３次救急医

療カバー面積は全国１位の広さ。 

・冬季悪天候時には搬送時間が増加し、厚岸町人

口の９割以上が６０分以内に到達できない。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3 閣議決定) 
・基礎圏域中心都市と周辺市街地とのアクセス向上を

図り、基礎圏域内外の広域的な交流を支えるため、都

市間時間距離を縮める降格幹線道路網等の広域交通ネ

ットワークを整備推進する。 

※第９期根室市総合計画（2015～2024） 
・市内医療機関相互の連携や広域的な医療ネットワー

クの推進 

地域経済 

地域社会 

・釧路根室地域は、さんまや生乳の全国屈指の生

産地だが、輸送経路となる国道４４号では市街

地部の速度低下や貨物車の重大事故が発生。 

・高規格道路延伸に伴い、釧路地域は観光入込が

増加傾向にある一方、高規格道路ネットワーク

のない根室地域は観光周遊性が低く停滞。 

※新たな北海道総合開発計画(H28.3 閣議決定) 
・生産地や観光地、消費地、空港・港湾等の交通拠点

を結ぶ道路ネットワークの整備、ミッシングリンク解

消等を推進する。 

※厚岸町未来創生総合戦略 
・地域資源の魅力向上と広域連携による観光の推進 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価評価に変化はないものの、不通リンクの解消によりネット

ワーク全体の防災機能が強化される。 
・また、本事業において、交通機能の分担が図られることにより安全な物流ルートを確保し、全国の食を支える

地域産業を支援するとともに、救急搬送時の所要時間および連絡速度が改善することにより高次医療施設へのア

クセスが向上し、地域医療サービスの向上に貢献するなど有効性の高い事業と評価する。 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

釧路市 根室市 １７ 
（５） 

１．００ 
（Ｄ） 
１．００ 
（Ｄ） 

１．００ 
（Ｄ） 
１．００ 
（Ｄ） 

▲２３５．０８ 
（▲６３．５７） 

０．０８ 
（０.０４） 

０．０６ 
（０.００） ○ 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（Ｈ３１.１） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は本別ＪＣＴ～根室ＩＣを対象とした場合、下段（ ）書きの値は

事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 
 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１１３号（新潟山形南部連絡道路） 

小国
お ぐ に

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

北陸地方整備局 

起終点 
自：新潟

にいがた

県岩船
いわふね

郡関川
せきかわ

村大字金丸
かなまる

 

至：山形
やまがた

県西置賜
にしおきたま

郡小国町
お ぐ に ま ち

大字松岡
まつおか

 
延長  １２．７ｋｍ 

事業概要  

新潟
にいがた

山形
やまがた

南部
な ん ぶ

連絡
れんらく

道路は、新潟
にいがた

県村上
むらかみ

市から山形
やまがた

県東置賜
ひがしおきたま

郡高畠町
たかはたまち

に至る延長約８０ｋｍの地域高規格道路

である。 

小国道路は、新潟
にいがた

山形
やまがた

南部
な ん ぶ

連絡
れんらく

道路の一部を構成する延長１２．７ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

積雪による交通障害の影響を受けにくい信頼性の高い道路ネットワークが確保されるほか、県境を跨いだ広域

観光連携の推進を支援する幹線道路ネットワークが強化される。 

全体事業費 約３５０億円 計画交通量 約５，３００台／日 

事業概要図  

                                                  

                                                  

                                                  

関係する地方公共団体等の意見  

【山形県知事】  

予算化に同意する。物流、産業振興、観光振興、交流人口の拡大、さらには大規模災害に備えたリダンダン

シー機能の確保の観点から不可欠な道路である。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

■費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ３０．１０．３１） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．１ 

総費用 ２８７億円 総便益 ３２０億円 基準年  

事 業 費：２４３億円 

維持管理費： ４４億円 

 

走行時間短縮便益：２６１億円 

走行経費減少便益： ５１億円 

交通事故減少便益：８．５億円 

平成３０年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.01   (交通量     －10％) B/C＝1.3    (交通量     ＋10％) 

事業費変動 B/C＝1.03   (事業費変動  ＋10％) B/C＝1.2   (事業費変動  －10％) 

事業期間変動 B/C＝1.03   (事業期間変動＋20％) B/C＝1.18   (事業期間変動－20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影

響 

渋滞対策 ◎ 
積雪による車道幅員の減少や冬期の交通規制を回避し、走行環境を改善する 

・冬期速達性の向上（村上市～南陽市） 

【現況】116分 ⇒【整備後】101分 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － 注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ 幹線道路ネットワークの強化により広域観光連携を支援する 

災 害 ◎

通行止め発生時の広域迂回を回避し、緊急時の避難等においても機能する信頼性の高い高速

ネットワークが形成される 

・広域迂回の解消（村上市～南陽市） 

【現況】広域迂回時218km、289分 ⇒【整備後】 小国道路利用95km、94分 

環 境 － 注目すべき影響はない。  

地域社会 ◎

速達性、定時性の確保、広域迂回の解消により、冬期の走行環境が改善され、山形県、秋田県

間の生活・産業を支援する 

・速達性の向上（村上市～南陽市） 

【現況】106分 ⇒【整備後】94分 

事業実施環境 ○ ・整備に対する要望が強い 

 

採択の理由 
費用便益比が１．１と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、通行止め発生時（事故等）における代替性の確保、広域観光連携の推進等、当該事業の整備の必要性・

効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。



 

新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業評価結果（防災機能） 

事業の必要性  

当該区間の整備により、積雪による交通障害の影響を受けにくい信頼性の高い道路ネットワークが確保

されるほか、広域観光連携の推進を支援する幹線道路ネットワークが強化されるものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・特別豪雪地帯である小国町を通過する国

道 113 号は、積雪で更に狭くなった道路を

広げる運搬排雪作業が不定期に行われ、交

通規制に伴う速度低下が発生 

※東北圏広域地方計画（H28.3） 
・災害リスク低減のためにハード対策として、緊急輸送道

路の強化、格子状骨格道路ネットワーク整備等を推進。 
・道路と港湾の連結強化等による効率的な物流体系の構築

を図るため、主要な都市や生産拠点と港湾・空港を結ぶ高

規格幹線道路等の格子状骨格道路ネットワークの形成を

目指し、東北縦貫自動車道八戸線、日本海沿岸東北自動車

道、東北中央自動車道等のほか、新潟南北道路やバイパ

ス・環状道路・スマートインターチェンジ等の必要な整備

を推進する。 

住民生活 

・当該区間は雪崩や冬期間の事故による通

行止めが発生しており、通行止め時に代替

路がなく広域迂回（通常の約 2 倍）や立ち

往生を強いられ、地域の主要産業である製

造業の物流を阻害するなど、日常生活や経

済活動への影響が大きい 

※東北圏広域地方計画（H28.3） 
・東北圏においては、東北圏特有の地勢や冬期間を含めた

厳しい自然環境等が都市の連携や交流を阻害する要因と

なっており、圏域内外の交流や人々の暮らしに大きな影響

を与えている。 
・投資効果を最大限発揮するため、ミッシングリンクの解

消等を進め、日本海側と太平洋側が連携した格子状骨格道

路ネットワークの強化を図る。 

地域経済・ 

地域社会等 

・山形県は新潟県、福島県との共同誘客事

業や、冬期観光資源を活かしたインバウン

ド観光など、県を跨いだ広域観光連携が推

進され、外国人旅行客は 3 県共に増加傾向

だが、両県に隣接する置賜地域は低迷 
・置賜地域を通過する国道 113 号は脆弱な

ため地域間交流を阻害しており、広域観光

連携の推進には幹線道路ネットワークの強

化が必要 

※おもてなし山形県観光計画（H27.3） 
・道路網の整備促進による移動時間の短縮など、複数県に

跨る広域的な観光流動の創出に追い風となる環境整備が

着実に進んでいる。 
・この機会を好機と捉え、広域連携の推進を図り、訴求力

の高い各県それぞれの魅力ある地域資源を組み合わせた

新しい広域周遊ルートの開発に積極的に取り組んでいく

必要がある。 
・交流人口の更なる拡大に向けて、県内各地域や隣接各県

を結ぶ高速道路網等の整備を一層推進していく。 

その他   
 
事業の有効性  

・当該区間の整備により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、累積脆弱度の減少により、

ネットワーク全体の防災機能が強化される。 
・また、積雪による交通障害の影響を受けにくい信頼性の高い道路ネットワークが確保されるとともに、

幹線道路ネットワークが強化されることで、県境を跨いだ広域観光連携を支援するなど、有効性の高い

事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の

変化量 

改善度 
評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

村上市 米沢市 ３ ０．７４

（Ｃ） 
０．７５

（C） ▲１９．２８ ０．０３ ０．００ ○ 

 
事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（Ｈ３０．１０） 
 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名
一般国道６号
とうかいかくふく

東海拡幅

事業

区分
一般国道

事業

主体

国土交通省

関東地方整備局

起終点

いばらき な か  むこうやま

自：茨城県那珂市向山
いばらき な か とうかい いしがみとじゅく

至：茨城県那珂郡東海村石神外宿

延長  ３．１ｋｍ

事業概要  

一般国道６号東海拡幅は、那珂市及び東海村内の交通混雑緩和と交通安全の確保及び物流生産性向上を目的

とした茨城県那珂市向山から茨城県那珂郡東海村石神外宿までの延長３．１㎞の現道拡幅事業である。 

事業の目的、必要性 

当該区間整備により容量を確保し幹線道路の速達性向上及び産業活動の支援、渋滞ボトルネックの解消によ

り著しい速度低下に起因する交通事故の減少、平常時・災害時を問わない物流を確保し物流生産性の向上に寄

与することを目的とする。 

全体事業費 約１１０億円 計画交通量 約35,500～42,300台／日

事業概要図  

関係する地方公共団体等の意見 

【茨城県知事】 

・予算化について同意する。 

・当該区間の整備により，交通渋滞の緩和や物流ルートのアクセス性が向上し，産業振興や地域の活性化が図

れるなど，大きな整備効果が期待される。 

・事業の実施にあたっては、コスト縮減を図りながら、早期完成に向けて特段のご配慮をお願いする。 

学識経験者等の第三者委員会の意見 

・新規事業化については妥当である。

事業採択の前提条件 

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｓ６０．２） 

事業評価結果 

費
用
便
益
分
析

Ｂ／Ｃ ２．８

総費用 ７９億円 総便益 ２２３億円 基準年

事 業 費： ７３億円 

維持管理費：  ６億円

走行時間短縮便益：  ２０５億円 

走行経費減少便益：   １７億円 

交通事故減少便益：    １億円

平成３０年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝2.8 (交通量     -10％) B/C＝2.9 (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝2.6 (事業費     +10％) B/C＝3.1 (事業費      -10％) 

事業期間変

動
B/C＝2.5 (事業期間    +3年) B/C＝2.9 (事業期間     -3年) 

事
業
の
影
響

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策 ◎

・交通容量の確保により、国道6号の速達性向上に寄与。 

【混雑度の改善】 

 混雑度 現況：2.22 → 整備後：0.96 （約6割減少） 

【所要時間の短縮：石神十字路差点→孫目十字路交差点】 

 現況：約9分 → 整備後：約5分（約4分短縮）

事故対策 ◎

・渋滞ボトルネックの解消により、交通事故の減少に寄与。

【死傷事故率の減少】 

 死傷事故率 現況：115.8件/億台キロ → 整備後：83.5件/億台キロ（約3割減少）

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。

社
会
全
体
へ
の
影
響

住民生活 － ・注目すべき影響はない。

地域経済 ○ ・平常時・災害時を問わない物流を確保し、物流生産性向上の支援に寄与。 

災 害 － ・注目すべき影響はない。 

環 境 － ・注目すべき影響はない。 

地域社会 － ・注目すべき影響はない。

事業実施環境 ○
・都市計画決定手続き完了（Ｓ６０．２） 

・茨城県知事、日立都市圏幹線道路整備促進期成会、県央地域首長懇話会、東海村長

により一般国道6号東海拡幅の早期事業化を要望。

採択の理由 
費用便益比が2.8と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条件が

確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名： 東川 直正    

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

N
N

大和田拡幅
延長3.3km
4車線事業中

東海拡幅
延長3.1km
2車線

勝田拡幅
延長8.0km
S49 4車線完成

（起）那珂市向山
な か むこうやま

東海SIC

日立南太田IC

E６

榊橋
延長2.3km
H19 4車線完成

東海村

那珂市

日立市

常陸太田市

（終）那珂郡東海村石神外宿
なかぐんとうかい いしがみとじゅく

東海村役場

至 水戸

至 いわき

凡例

開通済区間

事業中区間

該当箇所



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要

事業名 一般国道４号 矢板
や い た

大田原
お お たわ ら

バイパス 
事業

区分
一般国道 

事業

主体

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点
自：栃木

と ち ぎ

県矢板
や い た

市針生
は り う

至：栃木
と ち ぎ

県那須
な す

塩原
しおばら

市三区
さ ん く

町
ちょう 延長  ７．９ｋｍ 

事業概要  

一般国道４号矢板大田原バイパスは、交通混雑の緩和による物流生産性の向上、通過交通の転換による現道４

号の交通安全確保及び沿道環境の改善等を目的とした、矢板市針生から那須塩原市三区町に至る延長７．９ｋｍ

のバイパス及び現道拡幅事業である。 

事業の目的、必要性 

当該区間の整備により交通混雑を緩和し、輸送の効率化やドライバーの労働環境改善など物流生産性向上に寄

与するとともに、バイパス部へ通過交通を転換することで国道４号現道の交通死亡事故の低減及び沿道環境を改

善する他、救急医療施設への速達性向上により救急医療活動を支援することを目的とする。 

全体事業費 約４００億円 計画交通量 約28,500台／日～約38,700台／日 

事業概要図  

関係する地方公共団体等の意見 

【栃木県知事】 

・予算化について同意する。 

・国道４号は隣接する矢板拡幅、西那須野道路の整備を進めていただいているところであるが、当該区間の整

備により、地域住民の利便性向上や経済産業活動の活性化などの整備効果が、県北地域はもとより県内全域に

波及するものと大いに期待している。 

・事業の実施にあたっては、コスト縮減を図りながら、早期完成に向けて特段のご配慮をお願いします。 

学識経験者等の第三者委員会の意見 

・新規事業化については妥当である。 

事業採択の前提条件 

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ３０．１１） 

事業評価結果

費
用
対
便
益

Ｂ／Ｃ ２．０ 

総費用 ３２３億円 総便益 ６４２億円 基準年  

事業費：   ２９６億円 

維持管理費：  ２７億円

走行時間短縮便益：５５８億円 

走行経費減少便益：７１．６億円 

交通事故減少便益： １３億円

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.9 (交通量     -10％) B/C＝2.2 (交通量     +10％) 

事業費変動 B/C＝1.8 (事業費変動   +10％) B/C＝2.2 (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.8 (事業期間変動 +2年) B/C＝2.1 (事業期間変動 -2年) 

事
業
の
影
響

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策 ◎

バイパス整備により交通混雑が緩和し、トラック輸送の効率化やトラック乗務員の労

働環境改善など、物流生産性が向上。 

〔工業団地（大田原市）⇒矢板ICの所要時間〕 

 【現況】22分 → 【整備後】18分 （約２割短縮） 

事故対策 ◎

・バイパス整備で大型車を含む通過交通が転換され、現道の安全性が向上。

〔死亡事故率〕 

【現況】1.2件/億台㌔ →【整備後】0.9件/億台㌔ （約３割低下）

歩行空間 ○
生活道路や通学路としても利用されている現道の通過交通がバイパスに転換し、沿

線住民や通学児童の安全・安心が確保される。 

社
会
全
体
へ
の
影
響

住民生活 ◎

・バイパス整備により交通混雑が緩和し、第３次救急医療施設への速達性が向上。 

３０分以内に到達する圏域が拡大し、救急医療活動を支援。 

〔第３次救急医療施設への３０分到達人口〕 

【現況】21.1万人 → 【整備後】25.3万人（約4.2万人増加） 

地域経済 ○
事業区間には日本トップシェアの企業が立地する工業団地を有しており、物流の効

率化が期待される。 

災 害 ○
平成10年8月の大雨災害では、野崎橋が5日間通行止めとなり、一般国道4号の交通機

能が寸断し、大幅な迂回が発生したが、バイパス整備により代替路が確保される。 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 

・都市計画決定手続き完了（Ｈ３０．１１．２０） 

・栃木県知事、矢板市長、大田原市長、国道４号栃木県北部地域整備促進期成同盟会

等により矢板大田原バイパスの早期事業化を要望。 

採択の理由 
費用便益比が２．０と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名 
一般国道１１６号 （新潟

にいがた

東西
とうざい

道路
ど う ろ

） 

新潟西
にいがたにし

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：新潟県新潟市西区明田

みょうでん

 

至：新潟県新潟市西区曽和
そ わ

 
延長 ４．２km 

事業概要  

一般国道１１６号新潟西道路は、新潟東西道路の西端にあたり、現況平面２車線区間（延長４．２ｋｍ）を

アクセルコントロールされた４車線道路に整備する事業である。（新潟東西道路は、新潟都市圏を東西に横断す

る延長約４０ｋｍの地域高規格道路であり、これまでに約３６ｋｍが供用している。） 

事業の目的、必要性  

当該事業の整備により、主要渋滞箇所が解消し、信頼性の高いネットワークを構築するとともに、当該地域

の抜け道利用が解消し、国道１１６号及び沿線地域の安全性向上を図る。また、物流拠点間の速達性が向上し、

地域産業の支援に寄与するものである。 

全体事業費 約３００億円 計画交通量 約５０，５００台/日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【新潟市長】 

国道１１６号「新潟西道路」を予算化することについて同意。 

地域の安心・安全、渋滞緩和や交通事故低減、道路ネットワークの確立及び強化、観光などを含めた地域の

活性化に向けて、国道１１６号新潟西道路の早期完成が必要。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

費用対便益：便益が費用を上回っている。 

手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ２３.１１）  

事業評価結果 

 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ２．９ 

総費用 ２３８億円 総便益 ６９７億円 基準年  

事業費  ： ２１１億円 

維持管理費：   ２８億円 

 

走行時間短縮便益： ５５２億円 

走行経費減少便益：  ９８億円 

交通事故減少便益：  ４７億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=2.2     （交通量  -10％） B/C=3.3     （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=2.7     （事業費  +10％） B/C=3.2     （事業費  -10％） 

事業期間変動 B/C=2.8     （事業期間 +20％） B/C=3.1     （事業期間 -20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・主要交差点立体化により、現道の渋滞が解消 

【渋滞損失時間】 

 現況 33 万人時間/年 → 整備後 8 万人時間/年  

【混雑度】 

 現況 最大 1.71    → 整備後 0.65     

【旅行速度】 

 現況 ピーク時 18km/h  → 整備後 70km/h 

事故対策 ◎ 

・当該区間の渋滞解消により、当該地域の抜け道利用が解消し、国道１１６号及び

沿線地域の安全性が向上 

【死傷事故件数】 

現況 29 件/年    → 整備後 6 件/年 

歩行空間 ◎ ・当該区間の渋滞解消により、当該地域の抜け道利用が解消。国道１１６号及び沿

線地域の安全性が向上 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ― ・注目すべき影響は無い 

地域経済 ◎ 
・当該区間の渋滞解消により、物流の速達性が向上し、地域産業を支援 

【当該区間（L=4.2km）の所要時間】 

現況 8分  →  整備後 3分 

災 害 ― ・注目すべき影響は無い 

環 境 ― ・注目すべき影響は無い 

地域社会 ― ・注目すべき影響は無い 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定済み（Ｈ２３.１１） 

・新潟市長や国道１１６号新潟西道路整備促進期成同盟会等より、「新潟西道路の早

期事業化」を要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が２．９と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

 また、アクセスコントロールされた４車線化整備により、主要渋滞箇所解消による信頼性の高いネットワーク

の構築、交通事故減少による安全性向上、物流拠点間の速達性向上による地域産業の支援など、事業の必要性・

効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名 

一般国道２５３号（上越
じょうえつ

魚沼
うおぬま

地域振興快速道

路） 

十日町
と お か ま ち

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：新潟県十日町

と お か ま ち

市北鐙坂
きたあぶさか

 

至：新潟県十日町
と お か ま ち

市八箇
は っ か

 
延長 １０.８ｋｍ 

事業概要  

一般国道２５３号十日町
と お か ま ち

道路は、新潟県十日町
と お か ま ち

市における延長１０.８ｋｍの自動車専用道路整備事業であ

り、上越
じょうえつ

魚沼
うおぬま

地域振興快速道路の一部区間である。 

（上越
じょうえつ

魚沼
うおぬま

地域振興快速道路は、新潟県上越
じょうえつ

市から同県南魚沼
みなみうおぬま

市に至る延長約６０ｋｍの地域高規格道路

であり、これまでに約１４ｋｍが供用している。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、災害等の交通障害リスクを回避し、信頼性の高い交通ネットワークを形成するとと

もに、三次医療施設や観光施設へのアクセス性が向上することで、医療サービスの向上、観光振興を支援する。 

全体事業費 約６２０億円 計画交通量 約１０,６００台/日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【新潟県知事】 

上越魚沼地域振興快速道路は、新潟県上越地域と魚沼地域を結び、北陸自動車道と関越自動車道を連結して、

広域的な高速交通ネットワークを形成する極めて重要な地域高規格道路であり、物流・人流の確保、産業や観

光の振興、救命救急活動の支援、さらには雪や災害に強い道路交通網の形成の観点からも地域にとって不可欠

な幹線道路です。 

事業中である一般国道２５３号八箇峠道路に引き続き、当該区間においても、地域高規格道路として、直轄

による権限代行事業の実施をお願いします。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

■費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了：新潟県によるルート帯決定（Ｈ３０.１） 

事業評価結果 

 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ 
１.１ 

（０.６） 

総費用 ９１６億円 総便益 ９８５億円 基準年  

事業費  ：８８９億円 

維持管理費： ２７億円 

 

走行時間短縮便益：８３３億円 

走行経費減少便益：１１８億円 

交通事故減少便益： ３３億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.0  （交通量  -10％） B/C=1.2  （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.0  （事業費  +10％） B/C=1.2  （事業費  -10％） 

事業期間変動 B/C=1.0  （事業期間 +20％） B/C=1.1  （事業期間 -20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ― 注目すべき影響はない 

事故対策 ― 注目すべき影響はない 

歩行空間 ― 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

三次医療施設「魚沼
うおぬま

基幹
き か ん

病院」への到達時間の短縮と走行環境改善により、医療サ

ービスの向上を支援 

・魚沼
うおぬま

基幹
き か ん

病院60分圏域人口 

 【現況】60.6万人 ⇒ 【整備後】61.2万人（約6千人増加） 

・津南
つ な ん

町役場から魚沼
うおぬま

基幹
き か ん

病院までの所要時間 

 【現況】56分  ⇒ 【整備後】47分（約9分短縮） 

地域経済 ◎ 

関越自動車道六日町ICと十日町地区とのアクセス性、冬期の通行しやすさの向上に

より、 観光振興を支援 

・六日町
む い か ま ち

ICから「松之山
ま つ の や ま

温泉(日本三大薬湯の一つ)」までの所要時間 

【現況】52分 ⇒ 【整備後】44分 （約8分短縮） 

災 害 ◎ 

対象区間の現道の事前通行規制区間や防災点検要対策箇所を回避し、道路ネットワ

ークの信頼性が向上 

・事前通行規制区間（連続雨量80mm）：【現況】２区間 

・防災点検要対策箇所：【現況】１２箇所 

環 境 ― 注目すべき影響はない 

地域社会 ◎ 

縦平面線形が厳しい箇所を回避するため、走行性や安全性を確保し、十日町
と お か ま ち

地域と

南魚沼
みなみうおぬま

地域の地域間連携を強化する 

・小曲線区間（曲線半径100ｍ未満）：【現況】７箇所 

・急勾配区間（縦断勾配5％超）：【現況】６箇所 

事業実施環境 ○ 
・新潟県によるルート帯決定（Ｈ３０.１） 

・新潟県知事、十日町市長より、「十日町道路の早期事業化」を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が一体評価で１.１と便益が費用を上回っているとともに、新潟県によるルート帯決定手続きが完了

し、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、安全性・走行性の向上やネットワークの信頼性向上、救急医療の支援、観光振興の促進など、当該事業

の整備の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化は妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

新潟県 

十日町道路



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 

 

事業の必要性  

当該区間の整備により、災害等の交通障害リスクを回避し、信頼性の高い交通ネットワークを形成するとともに、

三次医療施設や観光施設へのアクセス性が向上することで、医療サービスの向上、観光振興を支援するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

南魚沼地域と十日町地域を結ぶ主要幹線道路であ

る国道253号は、丘陵部を通る道路であり、線形不

良区間（曲線半径R=100m未満）が7箇所、急勾配区

間(縦断5%以上)が 6箇所存在する。 

また、山間の道路であることから、土砂災害等

による通行規制、冬期の交通障害が多発するな

ど、国道 253 号自体が被災し、交通ネットワーク

の脆弱性が課題となっている。 

 

※魚沼圏域広域都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(H29.3) 

冬期間の円滑な交通の確保、災害時の緊急車両

の通行や代替機能確保にも配慮した広域的な道

路ネットワークの整備を図る。 

※新潟県国土強靱化地域計画(H28.3) 

大規模自然災害時には幹線道路が寸断される

リスクがあり、道路ネットワークとしての機能を

失わないため、複数の道路ネットワークについて

整備を進める。 

住民生活 

魚沼地域五市町※を圏域とする三次医療施設であ

る「魚沼基幹病院」が平成27年 6月に開院する

も、十日町市南西部など、到着に60分以上かかる

地区が存在し、救急搬送時の速達性に課題がある。 

※魚沼地域五市町：魚沼市、南魚沼市、湯沢

町、十日町市、津南町 

※魚沼圏域広域都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(H29.3) 

第三次救急医療施設である魚沼基幹病院への

アクセス性の向上を図る。 

高次都市機能の集積する他圏域等の多様な都

市的サービスを享受するため、上越魚沼地域振興

快速道路の整備促進など、圏域を結ぶ交通ネット

ワークの充実を図る。 

地域経済 

地域社会 

十日町市は、日本三大薬湯の一つである「松之

山温泉」など観光資源が豊富な地域であり、主要

産業である観光による地域活性化に力を入れてい

る。  

県外観光客の７割が関東方面からの来訪である

が、ネットワークが脆弱のため、六日町 IC からの

アクセスに課題がある。 

※魚沼圏域広域都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ(H29.3) 

首都圏に近い立地条件と整備が進む地域高規格

道路を含む広域交通ネットワークを活用しなが

ら、各都市拠点や観光拠点など、相互の連携の

強化を図り、他圏域や県外との多様な交流と定

住の促進、地域経済の活性化を目指す。 

※北陸圏広域地方計画(H28.3) 

国内外からの観光客の誘致に向けて、国内外

に展開する広域交通ネットワークとこれらの交

通結節点と観光地とを連絡する圏域内の地域交

通ネットワークを構築することで、利便性の高

い交通ネットワークを強化する。 

その他   

事業の有効性  

・当該区間の整備により、主要拠点間のリンクの評価はＢランクのままであるものの、脆弱度が 0.20 から 0.04

に改善するとともに、ネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、災害時や冬期の交通障害時にも機能するネットワークが構築され、救急医療活動や観光振興、地域産業

の活性化を支援するなど有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

の
防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

十日町市 南魚沼市 
13 

（8） 

0.20[B] 

0.27[B] 

0.04[B] 

0.09[B] 

▲33.53 

（▲9.24） 

0.08 

（0.02） 

0.23 

（0.22） 
○ 

事業の効率性  

・新潟県によるルート帯決定（Ｈ３０.１） 

別紙２ 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名 一般国道８号（高岡
たかおか

環状道路）六家
ろ っ け

立体 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：富山県高岡

たかおか

市石塚
いしづか

 

至：富山県高岡
たかおか

市六家
ろ っ け

 
延長 １．３km 

事業概要  

一般国道８号は、新潟県新潟
にいがた

市を起点に日本海に沿って北陸地方の主要都市を結び、京都府京都
きょうと

市へ至る主

要幹線道路である。 

このうち、一般国道８号六家立体は、国道８号と能越
のうえつ

自動車道、(主)高岡環状線が平面で接続する、高岡イ

ンター入口交差点を立体化する延長約１．３km の事業である。（高岡環状道路は、能越自動車道と一体となっ

て高岡市街地の環状機能を形成する延長約２０km の地域高規格道路である。） 

事業の目的、必要性  

当該交差点の立体化整備により、交通集中により混雑する国道８号から(主)高岡環状線への交通分散を促し、

円滑な東西交通ネットワークの形成や、物流効率化による地域産業の支援を図るものである。 

全体事業費 約８０億円 計画交通量 １４，５００台/日 

事業概要図  

  

 
関係する地方公共団体等の意見  

【富山県知事】 

六家立体により、当該交差点の渋滞緩和や交通事故削減に大きな効果が期待されるだけでなく、接続する能

越自動車道や高岡環状道路と一体となって、飛越能の玄関口である北陸新幹線「新高岡駅」周辺のまちづくり

の促進など、地域経済の活性化に大きく寄与するものと期待しております。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

■費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ７．１０） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 ７１億円 総便益 １１２億円 基準年  

事業費  ：    ６５億円 

維持管理費：  ６．１億円 

 

走行時間短縮便益： ８３億円 

走行経費減少便益： １９億円 

交通事故減少便益： １０億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.3 （交通量  -10％） B/C=1.9 （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.4 （事業費  +10％） B/C=1.7 （事業費  -10％） 

事業期間変動 B/C=1.5 （事業期間 +20％） B/C=1.6 （事業期間 -20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・高岡インター入口交差点の渋滞解消、国道８号の交通環境改善により、日常生活

を支援 

・国道８号等の利用交通が(主)高岡環状線へ分散、国道８号の混雑を緩和し、円滑

な東西交通ネットワークを形成 

【高岡インター入口交差点の交差点需要率】 

 現況 1.0 → 整備後 0.8 

【国道８号（四屋
よ つ や

交差点～高岡インター入口交差点）の渋滞損失時間】 

 現況 202 万人・時間/年 → 整備後 145 万人・時間/年（約３割削減） 

【国道８号（四屋
よ つ や

交差点～高岡インター入口交差点）の旅行速度】 

 現況 18.4km/h → 整備後 25.8km/h（約４割向上） 

事故対策 ― ・注目すべき影響はない 

歩行空間 ― ・注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ― ・注目すべき影響はない 

地域経済 ◎ 

・国道８号の渋滞が緩和することで、伏木富山
ふ し き と や ま

港から産業拠点までの原材料輸送等

に係る物流を効率化し、地域産業を支援 

【伏木富山港（新湊
しんみなと

地区）～アルミ関連工場（高岡市福岡
ふくおか

）の所要時間】 

 現況 41分 → 整備後 31分（10分短縮） 

災 害 ― ・注目すべき影響はない 

環 境 ― ・注目すべき影響はない 

地域社会 ○ 
・高岡インター入口交差点の渋滞解消、国道8号の混雑緩和により、能越自動車道と

市街地内のアクセス性が向上し、広域観光を支援 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｈ７．１０） 

・富山県知事、高岡市長より、早期事業化を要望 

 

採択の理由 

 費用便益比が１．６と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

 また、国道８号の渋滞緩和や地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

福岡IC

高岡IC

高岡北IC

高岡市役所

至

新
潟
県

至

石
川
県

国際拠点港湾
伏木富山港
(伏木地区)

国際拠点港湾
伏木富山港
(新湊地区)

延長1.3㎞

（
終
）
富
山
県
高
岡
市
六
家

至 七尾市

（
起
）
富
山
県
高
岡
市
石
塚

ろ
っ
け

た
か
お
か

い
し
づ
か

た
か
お
か

新高岡駅

小杉IC

高岡インター
入口交差点

六家立体
ろ っ け

高岡駅

凡 例

対象区間

事 業 中

高速道路

一般国道至 岐阜県

高岡市
射水市

氷見市

四屋交差点

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

六家立体

富山県 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名 一般国道８号 松任
まっとう

拡幅 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

北陸地方整備局 

起終点 
自：石川県白山

はくさん

市乾
いぬい

町
まち

 

至：石川県白山
はくさん

市宮丸町
みやまるまち

 
延長 ３．５㎞ 

事業概要  

一般国道８号は、新潟県新潟
にいがた

市を起点に日本海に沿って北陸地方の主要都市を結び、京都府京都
きょうと

市へ至る主

要幹線道路である。 

このうち、一般国道８号松任拡幅は、石川県白山
はくさん

市における日交通量が多く混雑度が高い４～５車線区間（延

長３．５ｋｍ）の６車線化事業である。 

事業の目的、必要性  

当該事業の整備により渋滞区間を解消し、旅行速度の向上、死傷事故の減少および迂回交通の抑制による交

通環境の改善を図るとともに、石川県南部の工業団地から日本海側拠点港である金沢港への速達性向上による

物流の効率化を支援する。 

全体事業費 約１２０億円 計画交通量 約６３，１００台/日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【石川県知事】 

「一般国道８号松任拡幅」事業の予算化については、同意いたします。 

国道８号は北陸地域の「人・もの」の広域交流を担う主要幹線道路であるとともに、ものづくり企業が集積

する加賀地域と重要港湾金沢港を擁する金沢を結ぶ南北幹線としても重要な役割を担っております。 

白山市乾町～宮丸町地先約３．５kmは、全体が主要渋滞区間に指定されているほか、各交差点が事故危険区

間に指定されています。 

本事業箇所の早期整備が図られるよう、格段のご高配を賜りますようお願い申し上げます。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

費用対便益：便益が費用を上回っている 

手続きの完了：都市計画決定済み（Ｓ５０．３） 

事業評価結果 

 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．２ 

総費用 ９０億円 総便益 １０４億円 基準年  

事業費  ：    ８１億円 

維持管理費：   ８．２億円 

 

走行時間短縮便益：  ９８億円 

走行経費減少便益： ５．０億円 

交通事故減少便益： ０．８７億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.1   （交通量  -10％） B/C=1.5   （交通量  +10％） 

事業費変動 B/C=1.1   （事業費  +10％） B/C=1.3   （事業費  -10％） 

事業期間変動 B/C=1.1   （事業期間 +20％） B/C=1.2   （事業期間 -20％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・拡幅整備により、交通混雑の緩和により混雑度および旅行速度が向上 

【混雑度の変化】 

［現況］1.7→［整備後］0.96（約４割減少） 

【旅行速度の変化】 

［現況］17.4km/h→［整備後］45.5 ㎞/h（約 160%向上） 

事故対策 ◎ 

・混雑に伴う速度低下の改善により死傷事故が減少 

【死傷事故件数】 

３車線整備済みの下り車線では、死傷事故件数が減少しており、上り車線において

も同様に死傷事故の減少が期待。 

下り車線の死傷事故件数： 

［現況］54 件/4 年→［整備後］38 件/4 年（約３割減少） 

歩行空間 ○ ・市街地へ流入する通過交通抑制により住環境や自転車歩行者の安全性が向上 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ― ・注目すべき影響は無い。 

地域経済 ○ 
・交通混雑の緩和により金沢港への物流の効率化を支援 

【石川県南部の石川工業団地～金沢港の所要時間】 

［現況］約49分→［整備後］約41分（８分短縮） 

災 害 ― ・注目すべき影響は無い 

環 境 ― ・注目すべき影響は無い 

地域社会 ― ・注目すべき影響は無い 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定（Ｓ５０．３） 

・白山市長より「一般国道８号松任拡幅の早期事業化」について要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．２と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事

業採択の前提条件が確認できる。 

 また、松任拡幅の整備により、交通容量の拡大による渋滞解消、死傷事故の減少による安全性向上、さらには

物流効率化の支援など、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

松任拡幅

富山県

石川県

至

福
井
県

至

富
山
県

該当箇所

延長３．５km

５車線供用済
延長２．５ｋｍ

４車線供用済
延長１．０ｋｍ

宮丸交差点

総合運動公園口
交差点

乾東交差点

凡 例
開 通 済

該当箇所

石
川
県

白
山
市
宮
丸
町

は
く
さ
ん

み
や
ま
る
ま
ち

い
し
か
わ

石
川
県

白
山
市
乾
町

は
く
さ
ん

い
ぬ
い
ま
ち

い
し
か
わ



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道４７４号（三

さん

遠南信
えんなんしん

自動車道） 

水窪
みさくぼ

佐久間
さ く ま

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

 国土交通省 

 中部地方整備局 

起終点 
自 ：静岡県浜松

はままつ

市天竜
てんりゅう

区水窪町
みさくぼちょう

奥
おく

領家
りょうけ

 

至 ：静岡県浜松
はままつ

市天竜
てんりゅう

区
く

佐久間町
さ く ま ち ょ う

川合
か わ い

 
延長  １４．４ｋｍ 

事業概要  

三遠南信自動車道は、長野県飯田市山本を起点とし、静岡県浜松市北区引佐町に至る延長約１００ｋｍの高規

格幹線道路である。 

水窪佐久間道路は、静岡県浜松市天竜区水窪町奥領家から静岡県浜松市天竜区佐久間町川合に至る延長１４．

４kmの自動車専用道路で、三遠南信自動車道の唯一の未事業化区間である。 

事業の目的、必要性  

水窪佐久間道路は、佐久間道路・三遠道路（事業中）と連続し、災害に対して信頼性の高い道路ネットワーク

の確保、救急医療サービスの向上及び物流ネットワークの確保による地域間の産業連携に寄与するものである。 

全体事業費 約９００億円 計画交通量 約７,３００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【浜松市長】 

「一般国道474号（三遠南信自動車道）水窪佐久間道路」を予算化することについて同意いたします。 

 本市としましては、三遠南信自動車道のネットワーク効果を最大限に発揮するため、本市が担当する国道15

2号現道改良区間の着実な整備促進及び（市）佐久間中部31号線等のアクセス道路の強化を図って参ります。ま

た、事業が円滑かつ迅速に進められるよう、トンネル工事等により発生する土砂の処分に必要となる土捨て場

の確保や地元調整など、実施環境整備に幅広く主体的に取り組んでまいります。 

 つきましては、平成31年度の新規事業としての予算化に特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ26.3）、環境影響評価手続き完了（H30.11） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
２.３ 

（１.１） 

総費用 １，３２４億円 総便益 ３，０６１億円 基準年  

事 業 費：1,201億円 

維持管理費：   124億円 

走行時間短縮便益：2,882億円 

走行経費減少便益：  144億円 

交通事故減少便益：   36億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝2.1 (交通量 -10％) B/C＝2.5 (交通量 +10％) 

事業費変動 B/C＝2.1 (事業費  +10％) B/C＝2.5 (事業費  -10％) 

事業期間変動 B/C＝2.2 (事業期間 +20％) B/C＝2.4 (事業期間 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない 

事故対策 ○ 
・現道の線形不良箇所の回避により、事故減少に寄与 

〔現道の課題箇所の回避〕 

線形不良箇所（115箇所）の回避 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

・第三次救急医療施設までの搬送時間短縮により、60分到達可能カバー圏が拡大 

〔第三次救急医療施設60分カバー圏〕 

佐久間町  事業中区間整備後  66％ ⇒ 整備後 81％ 

水窪町   事業中区間整備後   0％ ⇒ 整備後 32％ 

地域経済 ○ 
・物流ネットワークの確保により、地域間の速達性が向上 

〔飯田市役所⇔浜松市役所の所要時間〕 

  現況 約200分 ⇒ 整備後 約150分 

災 害 ◎ 

・災害に対し信頼性の高い道路ネットワークの確保により、現道の課題箇所を回避 

〔現道の課題箇所の回避〕 

災害等による通行規制箇所（過去6年13回）の回避 

防災点検要対策箇所（27箇所） の回避 

線形不良箇所（115箇所）の回避 

環 境 － ・注目すべき影響はない 

地域社会 ○ ・浜松市都市部への速達性が向上し、日常生活の利便性が向上 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（Ｈ26.3）、環境影響評価手続き完了（Ｈ30.11） 

・浜松市長や三遠南信自動車道建設促進期成同盟会等より早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が２．３と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、災害に対し信頼性の高い道路ネットワークの確保、救急医療サービスの向上及び物流ネットワークの確保

による地域間の産業連携への寄与などから、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの 

※Ｂ／Ｃの上段の値は飯田山本ＩＣ～浜松いなさＪＣＴを対象とした場合、下段（ ）書きの値は事

業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果 

水窪佐久間道路
みさくぼ さくま

愛知県 静岡県

⻑野県 ⼭梨県



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

水窪佐久間道路は、佐久間道路・三遠道路（事業中）と連続し、災害に対して信頼性の高い道路ネットワーク

の確保、救急医療サービスの向上及び物流ネットワークの確保による地域間の産業連携に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・対象区間周辺には第三次救急医療施設がなく、

佐久間町や水窪町から最も近い第三次救急医療

施設である聖隷三方原病院まで 60分以内での搬

送が困難な状況。   

・搬送ルート上には線形不良箇所や狭隘区間が

多く、搬送時の患者への負担が大きい。 

※浜松市のみちづくり計画（H30.3） 
・災害時の支援、避難や高次医療施設への短時間の搬送等の

観点から東名、新東名高速道路のほか、長野方面や日本海側

の主要拠点との連携には三遠南信自動車道等の広域的かつ緊

急時の道路ネットワークの確保が不可欠です。 

住民生活 

・三遠南信地域は、広域的な道路ネットワーク

の空白地帯であり、現道において、災害による

通行止めが多発している。対象区間周辺でも過

去 6年間（H24-H29）に災害等で通行止めが 13

回発生、災害に対して非常に脆弱。 

・並行する国道 152 号には防災点検要対策箇所

や線形不良箇所が連続している。 

※三遠南信災害時相互応援協定（H26.11） 
・三遠南信地域内に災害が発生したとき、各都市相互の応援

による応急措置等を円滑に遂行するため、必要な事項につい

て定める。 

※浜松市のみちづくり計画（H30.3） 
・災害時の支援、避難や高次医療施設への短時間の搬送等の

観点から東名、新東名高速道路のほか、長野方面や日本海側

の主要拠点との連携には三遠南信自動車道等の広域的かつ

緊急時の道路ネットワークの確保が不可欠です。 

地域経済 

地域社会 

・三遠南信地域では航空宇宙産業の特区を形成

し、航空関連産業の企業立地が増加、飯田市や

浜松市、豊橋市等の産業連携が大幅に増加。 

・飯田市～浜松・豊橋市間の物流は、現況では、

狭隘ですれ違い困難な現道ルートを使用してお

り、輸送時間が産業連携の弊害となっている。 

※第 2次三遠南信地域連携ﾋﾞｼﾞｮﾝ（案）（H30.10） 
・人や物の交流が活発になることで地域が一体的に発展して

いくために、この地域の交通ネットワークの主軸となる三遠

南信自動車道やそれに接続する道路などの整備を推進する。 

※浜松市のみちづくり計画（H30.3） 
・南信州・北遠地域から浜松市街地への移動時間が大幅に短

縮し、天竜材の輸送効率化や観光周遊性の向上など、産業・

観光の活性化が期待されます。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価が C ランク→B ランクに改善するとともに、災害時の不通

リンクの解消により、ネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、現道の課題箇所を回避し、災害に対し信頼性の高い道路ネットワークが確保されるとともに、救急医療

サービスの向上や地域間の速達性の向上が図られるなど、有効性の高い事業と評価できる。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

浜松市 水窪協働

センター 
12 

（12） 

0.49 
[C] 

0.41 
[C] 

0.18 
[B] 

0.26 
[B] 

▲197.90 
（▲67.70） 

0.19 
（0.15） 

0.42 
（0.25） ◎ 

事業の効率性  

計画段階評価手続き完了（Ｈ26.3）、環境影響評価手続き完了（Ｈ30.11） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は飯田山本 IC～浜松いなさ JCT を対象とした場合、 

下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道４２号（近畿

き ん き

自動車道紀勢
き せ い

線） 

紀宝
き ほ う

熊野
く ま の

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

 国土交通省 

 中部地方整備局 

起終点 
自 ： 三重県熊野

く ま の

市久生屋
く し や

町
ちょう

 

至 ： 三重県南牟婁
み な み む ろ

郡紀宝町
きほうちょう

神内
こうのうち

 
延長  １５．６ｋｍ 

事業概要  

一般国道４２号は、静岡県浜松市を起点とし、紀伊半島の沿岸部を通過して和歌山県和歌山市に至る延長約

５２０ｋｍの主要幹線道路である。 

紀宝熊野道路は、一般国道４２号のバイパスとして、三重県熊野市久生屋町から三重県南牟婁郡紀宝町神内

に至る延長１５．６ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

紀宝熊野道路は、熊野道路（事業中）や新宮紀宝道路（事業中）と連続し、紀伊半島沿岸部における愛知県

から三重県東紀州地域を結ぶ道路ネットワークの一部を形成。 

救急医療活動の支援、地域産業支援に寄与するほか、南海トラフ地震等発生時の津波浸水による孤立リスク

の解消に寄与するものである。 

全体事業費 約８５０億円 計画交通量 約１１，５００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【三重県知事】 

「一般国道４２号（近畿自動車道紀勢線）紀宝熊野道路」を予算化することについて同意します。 

県としては、現在沿線の自治体が進めている地籍調査に最大限協力するとともに、沿線自治体と連携して円

滑に事業を推進させるよう用地取得や地元調整などの事業実施環境の整備に主体的に取り組みます。 

また、津波被災時にも御浜ＩＣから災害拠点病院である紀南病院にアクセス可能な道路整備に対して御浜町

と連携しつつ支援を実施するとともに、観光振興にも寄与する太平洋岸自転車道整備への協力を行ってまいり

ますので「一般国道４２号（近畿自動車道紀勢線）紀宝熊野道路」の新規事業化と早期全線開通が図られるよ

う特段のご配慮をお願いします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．４ 

（０．９） 

総費用 3,445億円 総便益 4,672億円 基準年  

事 業 費：3,165億円 

維持管理費：   279億円 

走行時間短縮便益：4,204億円 

走行経費減少便益：   357億円 

交通事故減少便益：   111億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.1 (交通量 -10％) B/C＝1.7 (交通量 +10％) 

事業費変動 B/C＝1.2 (事業費  +10％) B/C＝1.5 (事業費  -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.3 (事業期間 +20％) B/C＝1.5 (事業期間 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない 

事故対策 － ・注目すべき影響はない 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
・第三次救急医療施設への搬送時間短縮 

〔紀南病院～伊勢赤十字病院間〕 

現況 約103分 ⇒ 整備後 約90分 

地域経済 ○ 
・紀勢自動車道、熊野尾鷲道路の開通により｢南紀みかん｣のタイへの出荷量が増加 

・対象区間の整備により、輸送時間の短縮、更に輸送時に揺れによる荷痛みの減少 

が期待 

災 害 ◎ 
・津波浸水区域を回避することを基本とし、最大津波高を考慮した十分な高さを確 

保することにより、災害時における安全性・信頼性確保 

環 境 － ・注目すべき影響はない 

地域社会 ◎ 

・対象区間の整備により、津波浸水時にも機能する高速道路ネットワークが御浜町 

まで接続され、南北のアクセス経路が確保可能となり、御浜町および紀宝町の孤 

立リスクが減少 

〔御浜町・紀宝町(人口2.0万人)における災害時の孤立人口〕 

現況 7.4千人（37%） ⇒ 整備後 0人(0%) 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

・三重県知事や紀勢自動車道建設促進三重県期成同盟会より早期事業化を要望 

 

採択の理由 
 

費用便益費が１．４と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、南海トラフ地震等の災害時における安全性・信頼性の確保、第三次救急医療施設への速達性の向上等、

事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上により、本事業の新規事業化については妥当である。 

 
 

 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの 

※Ｂ／Ｃの上段の値は和歌山 JCT～勢和多気 JCT を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を

対象にした場合の費用便益分析結果 

熊野尾鷲道路
(Ⅱ期）
延長5.4km

熊野尾鷲道路
延長18.6km

新宮紀宝道路
延長2.4km

三
重
県

和
歌
山
県

くまの

(熊野IC)

おわせみなみ

尾鷲南IC

熊野道路
延長6.7km

対象区間

紀宝熊野道路
延長15.6km

く ま の

熊野市

し ん ぐ う き ほ う

き ほう くま の

く ま の お わ せ

く ま の お わ せ

みはまちょう

御浜町

きほう ちょう

紀宝町

しんぐう

新宮市

おわせきた

尾鷲北IC
お わ せ

尾鷲市

くまの

きほう

(紀宝IC)

しんぐうきた

(新宮北IC)

42

42

凡 例
━━━ ：開通済区間

■ ■ ■：事業中区間

□ □ □：調査中区間

■ ■ ■：対象区間

※(   )は仮称

みはま

(御浜IC)

くまのおおどまり

熊野大泊IC

三重県熊野市久生屋町

三重県南牟婁郡紀宝町神内

くまの く し や ち ょ う

みなみむろ きほうちょうこうのうち



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 
 

 

事業の必要性  

紀宝熊野道路は、熊野道路（事業中）や新宮紀宝道路（事業中）と連続し、三重県東紀州地域の道路ネットワ

ークが強化され、救急医療活動の支援、地域産業支援に寄与するほか、南海トラフ地震発生時の津波浸水による

孤立リスクの解消に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・国道４２号が唯一の幹線道路であり、南海ト

ラフ地震発生時には、津波により国道４２号の

約８割が浸水し、通行不能となると予測 

・国道４２号沿線集落の約 7.4 千人の人々の災

害時の救命・救急活動が課題 

・国道４２号の当該区間では、台風による越波

や落石により長時間の通行規制が発生 

Ｈ２３ 台風１２号：３３時間 

Ｈ３０ 台風２４号：１６時間 

※紀伊半島地域振興計画（三重県地域）（Ｈ28.2） 
○交通通信の確保 
・南海トラフ地震に伴う津波により、地域の重要な幹線道路

である一般国道 42 号が浸水することが危惧され、とりわけ

熊野大泊から新宮間において、一般国道 42 号の約７割の浸

水が想定されていることから、早期に代替性を確保する道路

ネットワークの形成が必要。近畿自動車道紀勢線について、

東紀州地域のさらなる安全・安心の向上や活性化をめざし、

事業化区間の整備促進を図るとともに、未事業化区間の早期

事業化を国等に一層強く働きかけるなど、地域の悲願である

紀伊半島のミッシングリンク解消に向けた取組を進めます。 

住民生活 

・三重県東紀州地域には第三次救急医療施設が

存在しないため、重篤患者は約１２０ｋｍ離れ

た伊勢赤十字病院への搬送が必要 

※紀伊半島地域振興計画（三重県地域）（Ｈ28.2） 
○医療の確保等 

・三重県ドクターヘリだけでなく和歌山県ドクターヘリを活

用するなど、他地域、他県との広域的な連携を進めることに

より医療資源の効率的な活用を図るとともに、当地域におけ

る地域医療構想をもとに大学病院と中核的病院、へき地診療

所と地域の中核的病院、保健所や福祉事務所と医療機関など

関係機関間の連携を図ることで、地域住民に対する包括的な

保健・医療を提供する体制の整備を進めます。 

地域経済 

地域社会 

・「南紀みかん」をタイに輸出しているが、名古

屋港までの輸送時間短縮や輸送コスト縮減に課

題 

※紀伊半島地域振興計画（三重県地域）（Ｈ28.2） 
○産業の振興及び観光の開発 

・東紀州地域においては、かんきつ産地の強化に向け、輸出

の拡大、高品質生産技術の導入及び新品種による新たなブラ

ンドづくりに取り組むとともに、地域の風土を生かした特産

鶏など地域特産物の生産振興及び観光業など多様な分野との

連携による販路拡大を進めます。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＤランク→Ｂランクに改善するとともに、不通リンクの

解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、救急医療

活動の支援、速達性向上による地域産業活性化への貢献など、有効性の高い事業と評価できる。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

熊野市 紀宝町 ５５ 
（６） 

0.97 
[Ｃ] 
1.00 
[Ｄ] 

0.72 
[Ｃ] 
0.18 
[Ｂ] 

▲1632.07 
(▲83.90) 

0.21 
(0.27) 

0.28 
(0.83) ◎ 

事業の効率性  

計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は和歌山ＪＣＴ～勢和多気ＪＣＴを対象とした場合、 

下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 
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新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 

 

事業の必要性  

城陽井手木津川バイパスは、城陽市から木津川市間の地域の道路交通環境を改善し、浸水想定区域を回避するなど、災害時にも

機能する信頼性の高い道路ネットワークを形成することで、地域開発・まちづくりを支援するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・木津川右岸地域の幹線道路である国道24号及び(主)上狛

城陽線は、木津川や支流の浸水想定区域を通過しており、

幹線道路ネットワークとして脆弱。 

・河川氾濫時には多くの集落が孤立し、代替路もないため

、救助・救護・復旧活動に支障。 

※明日の京都 山城地域振興計画（H27.4） 

・山城地域の特徴として、天井川が多いこと、低地

や山裾にまで住宅地が広がっている状況があり、近

年の豪雨災害を見据えて河川の氾濫や土砂崩れを

防止するため、古川等の回収や天井川対策、砂防施

設の整備等を推進します。 

・道路の安心・安全を確保するため、落石対策や道

路斜面崩壊の防止等の道路防災対策を進めます。ま

た、大地震等の大規模災害に備え、本庁と連携して、

防災拠点施設の耐震化を推進します。 

住民生活 

・右岸地域における南北方向の交通量は交通容量を超過。

・国道24号では、交通混雑による追突事故が多発。死傷事

故率は国道24号では府内国道平均の最大2.3倍、また、抜け

道利用する（主）上狛城陽線では府道平均の最大4.3倍であ

り、交通安全の向上が課題 

※明日の京都 山城地域振興計画（H27.4） 
・山城地域には狭あい箇所や渋滞箇所等も多いこと

から、だれもが安心して暮らせる地域づくりをめざ

して、狭あい箇所や交差点等の改良による交通円滑

化・渋滞対策や自転車・歩行者の安全対策をはじめ、

歩道の段差解消等のバリアフリー対策を促進しま

す。 

地域経済 

地域社会 

・国道24号沿線では、東部丘陵地区や関西文化学術研究都

市木津地区等の多数の開発が予定されており、地域開発・

まちづくりを支援する道路ネットワークが不可欠 

※明日の京都 山城地域振興計画（H27.4） 
・高速道路は、全国とネットワークすることにより
地域活性化の効果を発揮すると同時に、一般道路の
交通量を高速道路へ転換させ、一般道路の渋滞など
を軽減する効果もあります。このため、高速道路へ
のアクセスをスムーズにする道路の整備を高速道
路の開通に合わせて重点的に行います。 
・新名神高速道路の交流連携効果を木津川右岸地域
にも波及させるためには、この地域を南北につなぐ
宇治木津線の整備が必要であり、関係機関と協議・
調整を進めます。 

その他   

事業の有効性 

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、多重性や代替性の確保によりネットワーク全体の防災

機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークが形成されるとともに、城陽市～木津川市間の一般

道路の交通負荷を軽減し、交通渋滞などの交通問題の緩和を図るとともに、地域開発・まちづくりを支援するなど有効性の高い事

業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 

評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

府⽴⼭城

総合運動

公園 

木津川市 2 0.18 
（B） 

0.20 
（B） 0.16  0. 04 0.00 ○

事業の効率性  

・都市計画決定告示（Ｈ３１．２．２６） 
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新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道４２号（近畿

き ん き

自動車道紀勢
き せ い

線） 

新宮
しんぐう

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：和歌山県新宮

しんぐう

市あけぼの 

至：和歌山県新宮
しんぐう

市三輪崎
み わ さ き

 
延長  ４．８ｋｍ 

事業概要  

一般国道４２号は、静岡県浜松市を起点とし、紀伊半島の沿岸部を通過して和歌山県和歌山市に至る延長約

５２０ｋｍの主要幹線道路である。 

新宮道路は、一般国道４２号のバイパスとして、和歌山県新宮市あけぼのから和歌山県新宮市三輪崎に至る

延長４．８ｋｍの自動車専用道路である。 

事業の目的、必要性  

新宮道路は、新宮紀宝道路（事業中）や那智勝浦新宮道路と連続し、紀伊半島沿岸部における三重県から和

歌山県南部地域を結ぶネットワークの一部を形成。 

救急医療活動の支援、地域相互の振興と発展に寄与するほか、南海トラフ地震等発生時の津波浸水による道路

交通寸断の解消に寄与するものである。 

全体事業費 約３００億円 計画交通量 約９，２００台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【和歌山県知事】 

 一般国道４２号（近畿自動車道紀勢線）新宮道路の予算化について同意するとともに、心から感謝申し上げ

ます。 

県としては、すでに事業着手されている区間も含めて、現在沿線の自治体が進めている地籍調査に最大限協力

するとともに、これら沿線の自治体と連携し、円滑に事業が推進されるよう用地取得や地元調整などの環境整備

に幅広く取り組んでいきますので、平成３１年度新規事業としての予算化に特段の配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．４ 

（０．７） 

総費用 ３，４４５億円 総便益 ４，６７２億円 基準年  

事 業 費： ３，１６５億円 

維持管理費：   ２７９億円 

走行時間短縮便益：４，２０４億円 

走行経費減少便益：  ３５７億円 

交通事故減少便益：  １１１億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.1  (交通量  -10％) B/C＝1.7  (交通量  +10％) 

事業費変動 B/C＝1.2  (事業費  +10％) B/C＝1.5  (事業費  -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.3  (事業期間  +20％) B/C＝1.5  (事業期間 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ○ 
・平行する一般国道４２号の混雑の緩和が見込まれる。 

 （一般国道４２号の混雑度：現況 １．４７ → 整備後 ０．７６） 

事故対策 － ・注目すべき影響はない。 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
・第三次救急医療施設への搬送時間短縮 

 〔紀南病院～新宮市立医療センター間〕 

現況 約23分→整備後 約17分 

地域経済 ◎ 
・代替路の確保により、災害時における安全性、信頼性が確保され、地域間連携を強

化。 

災 害 ◎ 

・津波浸水予測区域を回避することを基本とし、最大津波高を考慮した十分な高さ

を確保することにより、災害時における安全性・信頼性確保。 

・津波発生時の一時避難場所として活用するため、法面避難階段等を設置し、地域

の避難活動を支援。 

環 境 － ・注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 

・代替路の確保により、災害時における安全性、信頼性が確保され、地域間連携を

強化。 

・高速ネットワークの整備により、和歌山・三重を結ぶ広域周遊観光ルートが形成

され、地域の観光振興に貢献。 

事業実施環境 ○ 
・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

・和歌山県知事より、近畿自動車道紀勢線（新宮～新宮北間）の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
 

費用便益比が１．４と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、南海トラフ巨大地震等の災害時における安全性・信頼性の確保、高次救急医療施設への速達性の向上等、

事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上により、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段の値は、和歌山 JCT～勢和多気 JCT を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を

対象とした場合の費用便益分析結果 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     
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新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 
 

 

事業の必要性  

新宮道路は、新宮紀宝道路（事業中）や那智勝浦新宮道路と連続し、紀伊半島沿岸部における三重県から和歌

山県南部地域を結ぶネットワークの一部を形成。 

救急医療活動の支援、地域相互の振興と発展に寄与するほか、南海トラフ地震等発生時の津波浸水による道路

交通寸断の解消に寄与するものである 
評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・県道あけぼの広角線は、約２.７kmのうち約４

割の区間が南海トラフ巨大地震発生時の津波浸

水により通行不能になると予測。 

・広域的な救援ルートとなる高速道路ネットワ

ーク確保が課題。 

・平成２３年９月の台風１２号では、熊野川の

氾濫により国道４２号の道路交通が寸断。 

※関西広域地方計画（H28.3） 
・災害時には「命の道」となる紀伊半島アンカールー

トを構成する近畿自動車道紀勢線や五條新宮道路をは

じめ、高速道路等の整備を推進し、緊急物資の集積拠

点となる港湾の太平洋側・日本海側２面活用を見据え

た機能強化により、応急復旧対策のための多重性、代

替性備えた輸送ルートを確保する。 

住民生活 

・国道４２号は、熊野川渡河部を中心に交通集

中による慢性的な渋滞が発生。 

・紀南病院から新宮市立医療センターへの搬送

時間の速達性・定時性が課題。 

※関西広域地方計画（H28.3） 
・どこにいても高度医療や救急医療を迅速に受けられ

る環境を構築するため、救急搬送に欠かせない高速道

路ネットワークの整備、医療資材や人材確保の連携強

化、ドクターヘリの活用を推進する。 

地域経済 

地域社会 

・クルーズ客船は増加しているものの、観光客

の移動範囲が限られているため、和歌山・三重

県を結ぶ広域周遊観光ルートの形成が課題。 

※和歌山県長期総合計画（H29.4） 
・多彩な観光資源をつなぐ周遊ルートの構築により、

消費拡大が期待できる長期滞在型観光を推進します。 

・大型クルーズ客船に対応した施設改良など受入体制

の整備を進めるとともに、外航クルーズ客船の寄港増

に向けた誘致活動を進めます。 

その他 －  

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価が D ランク→Cランクに改善するとともに、不通リンクの

解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、救急医療

活動の支援、広域周遊ルート形成による地域活性化への貢献など、有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

和歌山県庁 新宮市 55 
（5） 

0.97 
[C] 

1.00 
[D] 

0.72 
[C] 

0.80 
[C] 

▲1632.07 
(▲5.16) 

0.21 
（0.06） 

0.28 
（0.20） ◎ 

事業の効率性  

計画段階評価手続き完了（Ｈ２５．４） 

別紙２ 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は和歌山 JCT～勢和多気 JCT を対象とした場合、 

 下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果 



新規事業採択時評価結果（平成31年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 一般国道188号 藤生
ふじゅう

長野
な が の

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中国地方整備局 

起終点 
自：山口

やまぐち

県岩国
いわくに

市藤生
ふじゅう

町
まち

 

至：山口
やまぐち

県岩国
いわくに

市長野
な が の

 
延長  7.6ｋｍ 

事業概要  

一般国道188号は山口県岩国
いわくに

市から山口県下松
くだまつ

市に至る延長約72kmの主要幹線道路である。 

一般国道188号藤生
ふじゅう

長野
な が の

バイパスは、岩国
いわくに

大竹
おおたけ

道路、岩国
いわくに

南
みなみ

バイパスと一体となって岩国
いわくに

市の南北道路ネット

ワークの一部を形成する、岩国
いわくに

市藤生
ふじゅう

町
まち

から岩国市長野
な が の

に至る延長7.6kmの道路である。 

事業の目的、必要性  

一般国道188号藤生
ふじゅう

長野
な が の

バイパスは、産業振興を支援するネットワークの強化、交通の円滑化、交通安全の確

保、災害時に強いネットワークの確保に寄与するものである。 
全体事業費 約320億円 計画交通量 約10,600～16,200台／日 

事業概要図  
 

 

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

【山口県知事】 

「一般国道１８８号 藤生長野バイパス」を予算化することについて同意します。 

当該区間の整備により、並行現道の渋滞緩和や事故減少、荒天時の通行規制区間の回避が図られ、臨海部の工

業団地と高速道路や重要港湾岩国港とのアクセス向上、岩国市南部方面と第３次医療機関である岩国医療センタ

ーとのアクセス向上など、物流の効率化や安心・安全の確保が期待され、その早期整備は地元の悲願です。 

山口県としては、当該道路の整備効果を早期かつ確実に発現させるため、 地元岩国市と連携して、事業の円

滑な推進に向けた環境整備に努めるとともに、地域の利便性向上に資するアクセス道路の検討・整備に取り組ん

でまいります。 

つきましては、「一般国道１８８号 藤生長野バイパス」を平成３１年度の新規事業として予算化していただ

きますようお願いいたします。 

なお、幹線交通と域内交通などの利用形態を考慮し、並行する現道区間等の今後の管理のあり方については、

貴省及び関係市町とともに議論を重ねていきたいと考えております。 

 

学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 

事業採択の前提条件  

費用便益：便益が費用を上回る。 

手続き等：計画段階評価手続き完了（Ｈ３０.２.２８）、都市計画決定手続き完了（Ｈ３１.２.１９） 

 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 ２４６億円 総便益 ３８３億円 基準年  

事 業 費：  ２２９億円 

維持管理費：   １７億円 

走行時間短縮便益：３５４億円 

走行経費減少便益： ２６億円 

交通事故減少便益： ２.６億円 
平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝  1.2  (交通量   -10   ％) B/C＝ 1.9   (交通量  +10   ％) 

事業費変動 B/C＝ 1.4  (事業費    +10  ％) B/C＝ 1.7   (事業費   -10  ％) 

事業期間変

動 
B/C＝ 1.4  (事業期間   +20  ％) B/C＝ 1.7   (事業期間   -20  ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の 

影
響 

渋滞対策 ◎ 

・バイパスの整備により、現道と合わせた交通容量が拡大し、渋滞の緩和が期待され

る。 

・当該区間では主要渋滞箇所が3ヶ所存在しており、通勤時間帯に3kmを超える渋滞が

発生しており、交通の円滑化が必要。 

【混雑度の改善】現況：1.35  → 整備後：0.89 （約3割減少） 

事故対策 ◎ 

・混在していた生活交通と通過交通が分離され、安全で円滑な走行環境が形成され

る。 

・当該区間では全国平均死傷事故率（68.3件/億台キロ）を上回る箇所が藤生交差

点を始め、多数存在しており、交通安全の確保が必要。 

【死傷事故件数の減少】現況：55件/年 → 整備後：39件/年（16件/年〔約3割〕

減少） 

歩行空間 - 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
・第三次救急医療機関までの輸送時間が短縮 

【由宇総合支所から岩国医療センターまでの所要時間】 

現況：17分 → 整備後：15分（約2分短縮） 

地域経済 ◎ 

・地域の主産業である製造業において速達性の高い輸送道路ネットワークの形成が

図られ、時間短縮、定時性確保などにより、産業振興が期待される。 

【通津沖工業団地～岩国 IC における所要時間】 

 現況：41 分 → 整備後：33 分（約 8分短縮） 

災 害 ◎ 

・代替路の確保によって、通行止めになった場合の地域経済活動及び住民生活への

影響を最小限にとどめることが期待される。 

・当該区間では越波により過去20年で4回の全面通行止めが発生しており、災害時に

強いネットワークの確保が必要。 

【由宇地区～岩国市中心部 災害時の迂回ルート】 

 現況：70分 → 整備後：24分（約46分短縮） 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｈ３１.２.１９） 

・山口県知事等より早期事業化を要望 

採択の理由 
費用便益比が１．６と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の整備により産業振興を支援するネットワークの強化や交通の円滑化、交通安全の確保、災害

時に強いネットワークの確保が期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

一般国道 188 号 
藤生長野バイパス 

山口県 N

至

柳
井
市

国道2号 岩国・大竹道路
延長9.8km

国道188号 岩国南バイパス
延長4.9km対象区間 延長7.6km

岩
国
市
藤
生
町

岩国市役所 和木町役場

岩国ＩＣ

大竹ＩＣ

由宇総合支所

岩国港

大竹市役所

岩国医療
センター

NH20.3暫定供用（2/4）

至

広
島
市

広
島
県
大
竹
市
小
方

事業中
ひ
ろ
し
ま
け
ん
お
お
た
け
し
お
が
た

い
わ
く
に
し
ふ
じ
ゅ
う
ま
ち

ゆう

や
な
い
し

いわくに おおたけいわくにみなみ

おおたけ

わき

岩国錦帯橋空港

141

149

141

米海軍海兵隊
岩国基地 ●

岩
国
市
山
手
町

い
わ
く
に
し
や
ま
て
ち
ょ
う

岩
国
市
長
野
付
近

い
わ
く
に
し
な
が
の

山口県

広島県

115

136



新規事業採択時評価結果（平成31年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 

事業の必要性  

 現道の通行止め時に機能するネットワーク（代替性）の確保や救急医療の速達性確保による安全・安心の向上、

広域的なネットワーク形成による地域産業の活性化に寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・当該区間は、越波による事前通行規制区間

や津波浸水想定区域が存在し、通行止め時に

は大幅な迂回を強いられるため、地域への緊

急物資の円滑な輸送に支障となる恐れ。 

※中国圏広域地方計画（H28.3） 
・大規模地震災害に対し、圏域内の道路・橋りょうや港湾

施設等の社会資本の耐震化を強力に進め、強靱な交通・物

流ルートを形成する。 

※山口県国土強靭化計画（H28.3） 
・災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークを構

築するため、地域の課題や利用者ニーズを踏まえながら、

山陰道や地域高規格道路をはじめとした幹線道路や、身近

な生活道路の整備を推進する。 

住民生活 

・第三次救急医療機関が存在しない柳井地区

広域消防組合では、岩国市の岩国医療センタ

ーへの搬送が年間 300 件以上ある。（H25:236

件→H28:314 件） 

※中国圏広域地方計画（H28.3） 
・高次医療施設へのアクセス向上に資する道路の整備を図

るとともに、ドクターヘリの導入による救急対応等、広域

連携による医療機能の充実を図る。 

※元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン

（H27.3） 
・災害支援活動の円滑化を図る、山陰道や地域高規格道路

をはじめとした幹線道路の整備。 

地域経済 

地域社会 

・当該区間の終点部付近には自動車産業を始

めとする工場が集約された工業団地が立地

しているものの、速達性・定時制の高い道路

ネットワークが形成されていない。 

※中国圏広域地方計画（H28.3） 
・整備された高速道路網等を活用し、物流の効率化や地域

間の産業連携を進めることで、産業競争力の強化を図る。 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、不通リンクの解消によりネットワー

ク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークが形成されるとともに、渋滞緩和

による物流の効率化、走行安全性の向上に寄与するなど有効性の高い事業と評価する。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の 

変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

周東総合病

院 

岩国医療セ

ンター 
１ 

１．００

〔Ｄ〕 

１．００

〔Ｄ〕 
▲２．６３ ０．０１ ０．００ ○ 

事業の効率性  

・都市計画決定手続き完了（Ｈ３１．２．１９） 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道５６号（四国横断自動車道） 

大方
おおがた

四万十
し ま ん と

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

四国地方整備局 

起終点 
自：高知県幡多

は た

郡黒潮
くろしお

町
ちょう

入野
い り の

 

至：高知県四万十
し ま ん と

市右山
う や ま

 
延長  ７．９ｋｍ 

事業概要  

大方四万十道路は、四国横断自動車道の一部を構成する道路で、幡多郡黒潮町入野から四万十市右山に至る延

長7.9kmの自動車専用道路である（四国横断自動車道は徳島県阿南市から高知県四万十市に至る阿南四万十線と愛

媛県宇和郡愛南町から愛媛県大洲市に至る愛南大洲線で構成される延長約440kmの高規格幹線道路である）。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、南海トラフ地震発生時に住民の避難や緊急物資の輸送を支える「命の道」として津波

浸水域を避けつつ防災拠点や四万十市中心部を連絡するとともに都市部や空港、第二次救急医療機関へのアク

セス向上により、高知県西南部における観光振興や地域産業、緊急搬送などの医療活動を支援するものである。 

全体事業費 約３８０億円 計画交通量   約10,700～11,500台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【高知県知事】 

一般国道56号（四国横断自動車道）「大方四万十道路」事業の予算化に同意いたします。 

 四国地方の高速道路網の骨格をなす四国８の字ネットワークを構成する四国横断自動車道は、平常時には、

県西部の地域経済の活性化を支える重要な社会資本として、災害時には、円滑な救援活動等を確保するために

不可欠な命の道として重要な役割を担うことから、県民一同、早期完成を待ち望んでいます。 

 本県といたしましては、埋蔵文化財調査や用地買収の早期完了など、事業が円滑に推進できる環境を早期に

整えられるよう、沿線自治体や関係機関と連携し最大限努力するとともに、スピード感を持って取り組んでま

いります。 

 大方四万十道路につきましては、本線の整備と合わせ沿線自治体が計画している防災拠点の整備など、関連

する事業の推進に協力していきます。 

今後も、地域産業・観光振興や災害時の備えを高めるための取り組みを後押し、地域経済の活性化や防災力

の向上につなげてまいりますので、「大方四万十道路」を平成31年度の新規事業として着手していただきます

ようお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：計画段階評価手続き完了（平成２７年４月９日）、都市計画決定手続き完了（平成２９年１月２７日） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．３ 

（1.00） 

総費用 1,451億円 総便益 1,948億円 基準年  

事 業 費： 1,305億円 

維持管理費：  146億円 

走行時間短縮便益：1,638億円 

走行経費減少便益： 244億円 

交通事故減少便益：  67億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.2  (交通量  -10  ％) B/C＝1.5  (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.2  (事業費  +10  ％) B/C＝1.5  (事業費   -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.2  (事業期間 +20  ％) B/C＝1.4  (事業期間  -20 ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行 

者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － 注目すべき影響はない。 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

【安全･安心な医療アクセスの確保】 

・四万十町、中土佐町から宿毛市の第二次救急医療機関への搬送時間短縮や安静搬

送により、患者への負担を軽減。 

 [四万十町中央IC～幡多けんみん病院までの搬送時間が短縮] 

  現況 約５２分 → 整備後 約４７分（約５分短縮） 

[四万十町、中土佐町の第二次救急医療機関への６０分圏域人口のカバー率が増加] 

  現況 約14,100人（58％） → 整備後 約16,300人（67％） 

地域経済 ◎ 

【観光振興や地域産業支援に寄与】 

・高知市周辺や高知龍馬空港から、幡多地域の観光地や漁港等への移動時間短縮、

定時制を確保。 

 [高知龍馬空港から四万十市への所要時間] 

  現況 約１０４分 → 整備後 約９９分（約５分短縮） 

災 害 ◎ 

【防災機能の強化・災害に強いまちづくりを支援】 

・津波浸水する国道５６号に代わり、浸水しない高さを確保した大方四万十道路に

より円滑な救護活動・物資輸送に寄与。 

 [黒潮町入野～四万十市右山間を移動する経路における津波浸水予測区間の延長] 

  現況 約4.2km（国道56号経由） → 整備後 0.0km（大方四万十道路経由） 

環 境 －  注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ 
・防災拠点集約や防災機能を備えた中心市街地の再開発、既存商店街を活用した地

域・産業活性化など、まちづくり構想を支援。 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（H27.4.9）、都市計画決定手続き完了(H29.1.27） 

・高知県知事や黒潮町長ら沿線自治体首長より大方四万十道路の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
 費用便益が一体評価で1.3、個別評価で1.00と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了し、

事業採択の前提条件が確認できる。 

 また、大方四万十道路の整備により防災機能の強化・災害に強いまちづくりを支援し、観光振興や地域産業支

援、安全・安心な医療アクセスの確保など事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

 以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

該 当 箇 所

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：東川 直正      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段は高知 JCT～いよ小松 JCT を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 

事業の必要性  

 南海トラフ地震による深刻な被害が予測される地域において、国道 56 号の代替路として円滑な救援活動・物

資搬送を支援するとともに、広域観光周遊ルートを活用した地域の観光振興やマグロに代表される地域産業支

援、高度救急医療などを行える第二次救急医療機関への搬送時間短縮などに寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・南海トラフ地震は今後 30 年以内の発生確率が 70

～80％、四万十市の最大津波高さは最大 22ｍと予

測。並行する国道 56 号は約５割が浸水。 

・津波浸水を受けない四万十 IC 付近に防災拠点の

集約を図るなど防災機能向上の取り組みが行われ

ており、緊急輸送道路の機能の確保が課題。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・圏域の安全・安心を支える基盤として必要不可欠な

インフラである四国横断自動車道、高知東部自動車

道及び阿南安芸自動車道等の整備の推進による四国

８の字ネットワークの形成を目指す。 

・防災上重要な拠点間を結ぶ高規格幹線道路や地域高

規格道路等の主要幹線道路、耐震強化岸壁、空港施

設等のインフラ整備を推進する。 

住民生活 

・高知県西部の高度救急医療などを行える第二次救

急医療機関は幡多けんみん病院しかなく、高知市内

の高次救急医療施設を含めても、四万十町、中土佐

町の人口の約４割（約 10,100 人）が 60 分以内に到

達できない。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・自然災害発災後の救助・救急、医療活動等やサプラ

イチェーンの寸断回避を図るため、四国８の字ネッ

トワークの形成を目指す。 

・地域に即した「コンパクト＋ネットワーク」の構築

を図るため、都市の生活を支える都市機能（医療・

福祉・子育て支援・教育文化・商業）をまちの拠点

となるエリアへ誘導する。 

地域経済 

地域社会 

・高知県は平成 37 年までに県外観光客数 470 万人

を目指しており、幡多地域の四万十川や足摺宇和海

国立公園などの地域資源を行かした周遊観光の促

進が大きな課題。 

・幡多地域は「日本一の種苗生産（クロマグロ）拠

点の形成」として位置づけられているが、高速道路

未整備による輸送の効率化が課題。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・広域観光周遊ルートの形成により複数の県に跨がっ

て、テーマ性等を持った一連の魅力あふれる観光地

をネットワーク化。 

・圏域内外の交流活性化、物流基盤機能強化等による

活力と魅力の向上に必要不可欠なインフラとして、

四国８の字ネットワークの形成を目指す。 

※第 3期高知県産業振興計画（H30．3） 

・幡多地域に日本一の種苗生産(ｸﾛﾏｸﾞﾛ)拠点を形成 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＣランク→Ｂランク（Ｄランク→Ｃランク）に改善する

とともに、不通リンクの解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、速達性向

上による観光振興や地域産業支援、高度救急医療などが行える第二次救急医療機関への搬送時間短縮に寄与する

など、有効性の高い事業と評価できる。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

高知県庁 四万十市 72 
(14) 

0.73 
[C] 
1.00 
[D] 

0.31 
[B] 
0.65 
[C] 

▲909.8 
(▲38.9) 

0.23 
(0.04) 

0.46 
(0.43) ◎ 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（平成２７年４月９日）、都市計画決定手続き完了（平成２９年１月２７日） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は、いよ小松 JCT～高知 JCT を対象とした場合、 
下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 
 

事業名 
一般国道５５号（阿南安芸自動車道） 

海部
か い ふ

野根
の ね

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

四国地方整備局 

起終点 
自：徳島県海部

か い ふ

郡海
かい

陽
よう

町
ちょう

多良
た ら

 

至：高知県安芸
あ き

郡東洋町
とうようちょう

野
の

根
ね

 
延長  １４．３ｋｍ 

事業概要  

海部野根道路は、阿南安芸自動車道の一部を構成する道路で、徳島県海部郡海陽町多良から高知県安芸郡東

洋町野根に至る延長14.3kmの自動車専用道路である（阿南安芸自動車道は徳島県阿南市から高知県安芸市に至

る延長約110kmの地域高規格道路である）。 

事業の目的、必要性  

南海トラフ地震発生時に住民の避難や緊急物資の支援を支える「命の道」として機能するよう津波浸水域を

避けつつ役場や防災拠点、集落を連絡し、四国横断自動車道、高知東部自動車道と一体となって四国８の字ネ

ットワークを構成。都市部や空港からのアクセスを改善し四国東南地域における観光振興や地域産業の育成・

発展を支援するとともに、高次救急医療機関へのアクセス向上により、緊急搬送など医療活動を支援するもの

である。 

全体事業費 約７３０億円 計画交通量    約1,900～3,200台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【徳島県知事】 

 一般国道55号（阿南安芸自動車道）「海部野根道路」を予算化することについて同意するとともに、心から

感謝申し上げます。「海部野根道路」につきましては、県において、宍喰インターチェンジ（仮称）へのアク

セス道路である「県道久尾宍喰浦線」の整備を推進するとともに、四国横断自動車道「新直轄区間」や阿南安

芸自動車道の事業化区間と同様、用地取得をはじめ事業促進に向けた最大限の支援をして参ります。  

【高知県知事】 

一般国道55号（阿南安芸自動車道）「海部野根道路」事業の予算化に同意いたします。 

 本県といたしましては、埋蔵文化財調査や用地買収の早期完了など、事業が円滑に推進できる環境を早期に

整えられるよう、沿線自治体や関係機関と連携し最大限努力するとともに、スピード感を持って取り組んでま

いります。海部野根道路につきましては、本線へのアクセス道路の整備にしっかり取り組み、東洋町をはじめ

とした周辺地域の観光拠点への誘客拡大や農林水産物の販路拡大など、観光振興や産業振興の支援につなげて

まいります。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 

事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：計画段階評価手続き完了（平成27年4月9日）、都市計画決定手続き完了（平成30年11月16日） 

事業評価結果 
 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
１．１ 

（0.1） 

総費用 3,072億円 総便益 3,357億円 基準年  

事 業 費： 2,765億円 

維持管理費：  308億円 

走行時間短縮便益：2,818億円 

走行経費減少便益：  391億円 

交通事故減少便益： 148億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.0  (交通量  -10  ％) B/C＝1.2  (交通量   +10 ％) 

事業費変動 B/C＝1.0  (事業費  +10  ％) B/C＝1.2  (事業費   -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.0  (事業期間 +20  ％) B/C＝1.1  (事業期間  -20 ％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行 

者
へ
の
影
響 

渋滞対策 - 注目すべき影響はない。 

事故対策 - 注目すべき影響はない。 

歩行空間 -  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

【安全・安心な医療アクセスの確保】 

・四国東南地域から高次医療施設への搬送時間短縮や安静搬送により患者への負担

を軽減。 

 [野根地域から海部病院への所要時間] 

 現況 32分 ⇒ 整備後 26分（約6分短縮） 

 [野根地域から徳島赤十字病院への所要時間] 

 現況 95分 ⇒ 整備後 89分（約6分短縮） 

 [国道55号（野根地域～海部病院間）の急カーブ、急勾配箇所の解消] 

 現況 急カーブ34箇所、急勾配8箇所  

⇒ 整備後 急カーブ5箇所（29箇所減）、急勾配1箇所（7箇所減） 

地域経済 ◎ 

【観光振興や産業振興に寄与】 

・関西圏からのアクセス強化や、広域周遊ルートの形成により、魅力ある四国東南

地域の観光振興を支援。 

 [徳島空港から生見サーフィンビーチへの所要時間] 

 現況 147分 ⇒ 整備後 141分（約6分短縮） 

災 害 ◎ 

【防災機能の強化・災害に強いまちづくりを支援】 

・津波浸水する国道55号に代わり、浸水しない当該路線が円滑な救助活動に寄与。 

 [阿南安芸自動車道 海部～野根間を移動する経路における津波浸水区間の延長] 

 現況 約7割（国道55号経由） ⇒ 整備後 0km（阿南安芸自動車道経由） 

環 境 ‐  注目すべき影響はない。 

地域社会 ◎ ・地域防災公園を中心に、沿線地域間で連携を促進できる防災まちづくりに寄与。 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（H27.4.9）、都市計画決定手続き完了(H30.11.16） 

・徳島県知事や高知県知事ら沿線自治体首長より早期事業化を要望 

採択の理由 
 費用便益が一体評価で1.1と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

 また、海部野根道路の整備により防災機能の強化・災害に強いまちづくりを支援し、観光振興や地域産業支援、

安全・安心な医療アクセスの確保など事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：東川 直正      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段は徳島 JCT～高知 JCT を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費用便益分析結果。 
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新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 
 

事業評価結果（防災機能） 

 

 

 
 

事業の必要性  

 南海トラフ地震による深刻な被害が予測される地域において、国道 55 号の代替路として円滑な救援活動・物

資搬送を支援するとともに、広域観光周遊ルートを活用した地域の観光振興や「阿波尾鶏」に代表される地域産

業支援、高度救急医療などを行える第二次救急医療機関への搬送時間短縮などに寄与するものである。 

評価項目 地域の課題 関連する計画 

救助活動等 

・南海トラフ地震は今後 30 年以内の発生確率が 70

～80％、広範囲で甚大な被害が想定される。並行す

る国道 55 号は約 7 割が浸水。（最大浸水約 19m） 

・被害軽減に向け、防災公園の整備などの防災まち

づくりの検討が進められている。防災拠点施設への

円滑な救命・救助部隊のアクセスを確保することが

今後の課題。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・圏域の安全・安心を支える基盤として必要不可欠な

インフラである四国横断自動車道、高知東部自動車

道及び阿南安芸自動車道等の整備の推進による四国

８の字ネットワークの形成を目指す。 

・防災上重要な拠点間を結ぶ高規格幹線道路や地域高

規格道路等の主要幹線道路、耐震強化岸壁、空港施

設等のインフラ整備を推進する。 

住民生活 

・高齢者の増加や医療サービスへのニーズの高まり

から、海部野根道路を通過する救急搬送は増加傾

向。ただし、当該地域から最も近い第三次救急医療

機関への移動は約 95 分も要し迅速な治療が受けら

れない。 

・さらに現道の急カーブや急勾配箇所が多数あり、

患者の負担となっている。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・自然災害発災後の救助・救急、医療活動等やサプラ

イチェーンの寸断回避を図るため、四国８の字ネッ

トワークの形成を目指す。 

・地域に即した「コンパクト＋ネットワーク」の構築

を図るため、都市の生活を支える都市機能（医療・

福祉・子育て支援・教育文化・商業）をまちの拠点

となるエリアへ誘導する。 

地域経済 

地域社会 

・観光レジャーなど自然豊かな観光資源が存在する

ものの、観光入込客数は減少傾向。関西圏からのア

クセスや、点在する観光資源を相互に連携し、広域

周遊ルート形成が必要。 

・海陽町では全国地鶏出荷量トップの「阿波尾鶏」

が生産加工されており、地域の主要産業である。全

国へ出荷時や日々の餌の運搬・確保のためには、急

カーブ・急勾配箇所による運転者への負担が課題。 

※四国圏広域地方計画（H28.3） 

・広域観光周遊ルートの形成により複数の県に跨がっ

て、テーマ性等を持った一連の魅力あふれる観光地

をネットワーク化。 

・圏域内外の交流活性化、物流基盤機能強化等による

活力と魅力の向上に必要不可欠なインフラとして、

四国８の字ネットワークの形成を目指す。 

 

その他   

事業の有効性  

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価に変化はないものの、不通リンクの解消によりネットワー

ク全体の防災機能が強化される。 

・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、速達性向

上による観光振興や地域産業支援、高度救急医療などが行える第二次救急医療機関への搬送時間短縮に寄与する

など、有効性の高い事業と評価できる。 

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の 

防
災
機
能 

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度

の変化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

新海部 
病院 室戸市 73 

(5) 

0.85 
[C] 
0.8 
[C] 

0.75 
[C] 
0.8 
[C] 

1385.8 
(57.3) 

0.21 
(0.01) 

0.14 
(0.00) 〇 

事業の効率性  

・計画段階評価手続き完了（平成２７年４月９日）、都市計画決定手続き完了（平成３０年１１月１６日） 

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は、徳島 JCT～高知 JCT を対象とした場合、 
下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果。 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道２０１号 八木山
や き や ま

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 九州地方整備局 

西日本高速道路株式会社 

起終点 
自：福岡県糟屋

か す や

郡篠栗
ささぐり

町
まち

篠栗
ささぐり

 

至：福岡県飯塚
いいづか

市弁分
べんぶん

 
延長  １３．３ｋｍ 

事業概要  

一般国道２０１号は、福岡市と飯塚市、京都郡苅田町を結び、沿線の交流・物流を支えるための重要な幹線

道路である。このうち、八木山バイパスは、前後４車線区間に挟まれた２車線区間（延長１３．３ｋｍ）の４

車線化事業である。 

事業の目的、必要性  

当該事業の整備により、交通ボトルネックが解消され、信頼性の高い道路ネットワークが形成されるととも

に、対面通行区間の解消に伴う重大事故等の減少により、道路利用者の安全・安心を確保。また、博多港と物

流拠点を結ぶ速達性の高い物流道路を形成し、地域産業を支援。 

全体事業費 約３６０億円 計画交通量 約18,100台／日～約19,300台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見 【福岡県知事】 

国道201号八木山バイパスについては、平成26年10月の無料化後、交通量が倍増し、片側1車線であることから、朝夕を中心とし

た慢性的な渋滞の発生や、事故の急増さらに、事故等による長時間の通行止めの発生など、円滑かつ安全な交通の確保に大きな支

障をきたしている状況にあります。 

筑豊地域と福岡都市圏を結ぶ交通の大動脈である八木山バイパスのこのような状況の解消は喫緊の課題であり、これまで、県

議会や関係市町村とともに、政府に対し当該区間の4車線化を要望してきたところです。 

つきましでは、平成31年度において、新規事業化を行い、早期完成供用が図られますよう、特段のご配慮を賜りますようお願い

申し上げます。 

なお、事業の実施にあたり、確実な早期整備の観点から、直轄事業と有料道路事業を組み合わせた整備方式を検討いただき、そ

の料金設定については、平成26年度の無料開放前の料金（普通車：530円）を考慮して、この料金の概ね半額程度といった利用し

やすい料金水準となるようお願いいたします。加えて、整備については、筑穂IC以西での交通混雑の実態を考慮し、整備効果を早

期に発現させるために、段階的な4車線化の供用を検討いただきますようお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：事業許可（昭和５２年度） 

事業評価結果 

費
用
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ １．４ 

総費用 １６２億円 総便益 ２２７億円 基準年  

事業費   ： １５１億円 

維持管理費：  １１億円 

走行時間短縮便益：２１７億円 

走行経費減少便益：５．８億円 

交通事故減少便益：３．９億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝１．３ (交通量    -10％) B/C＝１．５  (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝１．３ (事業費変動   +10％) B/C＝１．５  (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝１．４ (事業期間変動 +20％) B/C＝１．４  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・円滑な移動確保による旅行速度の上昇及び通過時間の短縮 

［八木山バイパス区間の通過時間］ 

 現況 24分 →  整備後 13分 

事故対策 ◎ 

・対面通行区間の解消による安全・安心の確保 

〔正面衝突事故率〕 

 現況 3.6件/億台キロ → 整備後 0.0件/億台キロ 

歩行空間 - ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 - ・注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ 

・速達性の高い物流道路の形成により、地域産業を支援 

〔八木山バイパス区間の旅行速度〕 

 現況 33km/h →  整備後 60km/h 

災 害 - ・注目すべき影響はない。 

環 境 - ・注目すべき影響はない。 

地域社会 - ・注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ 

・事業許可（昭和５２年度） 

・福岡県知事及び飯塚市長等より「一般国道２０１号（八木山バイパス）４車線化の

早期事業化」について要望 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．４と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、４車線化により、交通ボトルネックが解消し、円滑な物流が確保され、地域産業の発展が期待される。 

さらに、福岡都市圏との交流促進や、重大事故等の減少による安全性の向上など、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 高速道路課 

担当課長名：山本 巧      

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額に割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

凡 例

開 通 済

該当箇所

福岡県 

大分県 佐賀県 

熊本県 

八木山バイパス 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

事業の概要 

事業名
一般国道５７号 

（中九州横断
なかきゅうしゅうおうだん

道路）竹田阿蘇
た け た あ そ

道路 

事業

区分
一般国道 

事業

主体

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 大分県竹田
た け た

市大字会々
あいあい

～熊本県阿蘇
あ そ

市波野
な み の

大字小地野
し ょ うち の

延長  ２２．５ｋｍ 

事業概要 

中九州横断道路は、大分県大分市を起点として、豊後大野市、竹田市、阿蘇市、大津町、熊本市に至る延長

約120kmの地域高規格道路である。 

そのうち、大分市～豊後大野市犬飼、竹田市～阿蘇市、阿蘇市～熊本市は未事業化区間となっている。 

事業の目的、必要性 

本道路は、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークの形成による防災機能の強化や、走行性向上

による地域産業活動の支援及び第３次救急医療施設へのアクセス性向上による地域医療活動の支援に寄与する

ものである。 

全体事業費 約６９０億円 計画交通量  約7,500～12,000台／日 

事業概要図  

関係する地方公共団体等の意見 

【大分県知事】 

「一般国道57号（中九州横断道路）竹田阿蘇道路」事業の予算化について同意するとともに、心から感謝申し上げ

ます。 

県といたしましても、事業が円滑に推進されるよう、沿線自治体と連携し、建設発生土の仮置場確保や処分に係る

調整、インターチェンジの連結に関連する国道442号や県道穴井追荻線などのアクセス道路の整備等について対応い

たします。また、当該道路整備に伴う付け替え道路（跨道橋や横断ボックスなど）の集約化に向け、本県が主体とな

り、沿線市町村と地元調整を行ってまいります。さらに、ストック効果を最大限発揮させるため、『道の駅竹田』や

『道の駅すごう』の地域産業拠点としての利活用について、沿線自治体と連携し、主体的に検討してまいります。

【熊本県知事】 

新規事業採択時評価に係る「一般国道57号（中九州横断道路）竹田阿蘇道路」事業の予算化について同意いたしま

す。 

県といたしましても、事業が円滑に推進されるよう、沿線自治体と連携し、工事実施に伴い発生する建設発生土の

仮置場の確保や土砂処分について協力いたします。また、当該道路整備に伴う、付け替え道路（跨道橋や横断ボック

スなど）等につきましても、沿線市町村と一体となり、地元調整を行って参ります。

学識経験者等の第三者委員会の意見 

・新規事業化については妥当である。

事業採択の前提条件 

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ３１．２） 

事業評価結果 

費
用
便
益
分
析

Ｂ／Ｃ 
１．７ 

（１．３）

総費用 １，３８２億円 総便益 ２，３４７億円 基準年  

事業費   ：１，２８５億円 

維持管理費：    ９７億円

。走行時間短縮便益：２，０１１億円 

走行経費減少便益：   ２５３億円 

交通事故減少便益：    ８３億円 

平成３０年 

感度分析の結果

交通量変動 B/C＝1.5 (交通量    -10％) B/C＝1.9  (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝1.6 (事業費変動   +10％) B/C＝1.9  (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.5 (事業期間変動 +20％) B/C＝1.9  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響

渋滞対策 - ・注目すべき影響はない。 

事故対策 - ・注目すべき影響はない。 

歩行空間 - ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響

住民生活 ◎
・第３次救急医療施設へのアクセス性向上による60分圏域人口の拡大 

〔竹田市における60分圏域人口カバー率〕 

 現況 約16,400人（74％）→ 整備後 約18,600人（83％） 

地域経済 ◎

・走行性向上による沿線地域の産業活動を支援 

〔野菜集出荷場から卸売市場までの平面線形の厳しい箇所〕 

国道57号：現況 7箇所 → 整備後 0箇所 

県道：現況 64箇所 → 整備後 0箇所 

災 害 ◎

・国道57号の線形が厳しい箇所や防災点検要対策箇所等を回避し、災害時の救援活

動等にも機能する信頼性の高い道路ネットワークを形成 

〔縦断線形の厳しい箇所〕 

現況 9箇所 → 整備後 0箇所 

〔防災点検要対策箇所所〕 

現況 2箇所 → 整備後 0箇所 

環 境 - ・注目すべき影響はない。 

地域社会 - ・注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ ・熊本県知事、大分県知事より竹田～阿蘇間の早期事業化を要望 

採択の理由 
 費用便益比が１．７（１．３）と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

 竹田阿蘇道路の開通により、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークの形成による防災機能の強化

や、走行性向上による地域産業活動の支援及び第３次救急医療施設へのアクセス性向上による地域医療活動の支援

に寄与するなど、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

担 当 課：道路局 国道・技術課

担当課長名：東川 直正     

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段の値は大分米良 JCT(仮）～熊本北 JCT(仮)を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を

対象とした場合の費用便益分析結果 

竹田阿蘇道路

福岡県

大分県

佐賀県

長崎県

宮崎県

熊本県

犬飼千歳道路

延長 4.3 ㎞

千歳大野道路

延長 8.7 ㎞

大野竹田道路

延長 12.3 ㎞ 

竹田阿蘇道路

延長 22.5 ㎞

滝室坂道路 

延長 6.3 ㎞ 

凡例

対象区間

事業中区間

調査中区間

高速道路

一般国道

主要地方道

大
分
県
竹
田
市

大
字
会
々

熊
本
県
阿
蘇
市

波
野
大
字
小
地
野

た
け
た

あ
い
あ
い

あ

そ

な
み
の

し
ょ
う
ち
の



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業箇所） 

事業評価結果（防災機能）

事業の必要性 

本道路は、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークの形成による防災機能の強化や、走行性向上に
よる地域産業活動の支援及び第３次救急医療施設へのアクセス性向上による地域医療活動の支援に寄与するも
のである。

評価項目 地域の課題 関連する計画 

防災 

・国道 57 号は、政府が定める『緊急輸送ルート』に

指定され、『広域防災拠点（熊本空港、大分スポーツ

公園）』を結ぶ重要な路線。

・しかし、対象区間の現道は、縦断線形の厳しい箇所

や防災点検要対策箇所が存在し、被災リスクが高い区

間。

・近年の熊本地震（H28.4）をはじめ、九州北部豪雨

（H24.7）の大災害や冬季の積雪（H26.2）時には国道

57 号の通行止めが発生し、救援活動や日常生活等に

支障をきたしている。

※熊本復旧・復興４カ年戦略(H28.12)
・本県の「九州を支える広域防災拠点構想」や国の「南海ト

ラフ地震防災対策推進基本計画」を踏まえ、大規模災害発生

時の救助活動や救援物資輸送などの「命の道」となる本県の

縦軸・横軸を構成する幹線道路ネットワークの整備を促進

する。特に、南海トラフ地震などの大規模地震発生時に本県

と相互に受援・支援が必要となる地域への、横軸のリダンダ

ンシーの確保と強靭化を促進する。

※九州圏広域地方計画(H28.3)
・大規模な自然災害に備えるため、ネットワークの多重化・

代替性確保等による災害に強い国土構造の構築に向けて取

組を推進する。

公共施設等の機能維持・強化に向けて、災害時における避

難・緊急輸送等の円滑化を図るため、緊急輸送道路の指定と

ネットワーク化の促進を図る。

産業 

・竹田市は高原野菜の生産が盛んで、農業産出額は大

分県内第１位。市内の野菜集出荷場のうち仕切金額が

第１位の荻野菜集出荷場については約８割がトマト

を占める。 

・しかし、大分市や熊本市の卸売市場までの輸送経路

には、線形不良箇所が多く存在し商品の荷傷みが発生

するなど、走行性が課題。 

※大分県長期総合計画

「安心・活力・発展プラン 2015」(H27.10)
・広域道路交通網整備や東九州新幹線の整備計画路線格上

げの取り組み強化、産業や生活を支える道づくり、快適な都

市空間の形成などを進め、まち・ひと・しごと創生を支える

基盤を整備する。

・中九州横断道路を生かして、産業振興や人を呼び込む取り

組みを推進する。

医療 

・竹田市（約 22,300 人）には、第３次救急医療施設

がなく住民の約 3割（約 5,900 人）が 60 分以内に大

分市の第３次救急医療施設へ到達できない医療空白

地域であり、アクセス性向上による医療サービス水準

の地域間格差の解消が必要。

※竹田市地方創生ＴＯＰ総合戦略(H27.10)
・救急医療体制の充実強化を図り、ドクターヘリ、ドクター

カーやＤＭＡＴと連携した患者搬送体制と救急受入れ体制

の迅速化に取り組み、都市部と変わらない救命率及び社会

復帰率の向上を図ります。

その他 

事業の有効性 

・当該事業の実施により、脆弱度の評価がＤランク→Ｃランクに改善するとともに、災害時の防災機能が強化さ
れる。
・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い道路ネットワークの形成による防災機能の強化や、
走行性向上による地域産業活動の支援及び第３次救急医療施設へのアクセス性向上による地域医療活動の支援
に寄与するなど、有効性の高い事業と評価する。

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
防
災
機
能

主な区間 
改善 

ペア数

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の変

化量 

改善度 
評価

整備前 整備後 通常時 災害時 

大分

分屯地

道の駅

すごう

１２

〔１０〕

１．００ 

（Ｄ） 

１．００ 

（Ｄ） 

０．９３ 

（Ｃ） 

０．９１ 

（Ｃ） 

▲２３９．１

〔▲１０５．９〕

０．１０

〔０．０６〕

０．１７

〔０．２０〕
◎

事業の効率性 

・手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ３１．２）

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は大分米良 JCT(仮)～熊本北 JCT(仮)を対象とした場合、

下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道２２０号 

（ 東九州
ひがしきゅうしゅう

自動車道）油津
あぶらつ

・夏井
な つ い

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
油津 E

あぶらつ

A区間：宮崎県AE日南 E

にちなん

A市大字 AE平野 E

ひ ら の

A～AE日南 E

にちなん

A市 AE南郷 E

なんごう

A町 AE中村 E

なかむら

AAE甲 E

こう

 

AE串間 E

く し ま

A・AE夏井 E

な つ い

A区間：宮崎県AE串間 E

く し ま

A市大字 AE串間 E

く し ま

A～鹿児島県AE志布志 E

し ぶ し

A市大字AE志布志 E

し ぶ し

AA E 町 E

ちょう

AA E 帖 E

ちょう

 
延長   ２０．５ｋｍ 

事業概要  

東九州自動車道は、福岡県北九州市を起点とし、大分県・宮崎県を経由し、鹿児島県鹿児島市に至る延長約 
436kmの高規格幹線道路である。そのうち、宮崎県日南市～鹿児島県志布志市は、東九州自動車道で唯一の未事
業化区間となっている。平成28年１月には、宮崎県日南市～鹿児島県志布志市約40㎞を都市計画決定し、平成 
28年度には日南・志布志道路（日南東郷～油津、夏井～志布志）6.9kmを事業化。 

事業の目的、必要性  

本道路は、南海トラフ地震時の津波浸水域を回避し、災害時の救援活動等にも機能する信頼性の高い高速ネ
ットワークを形成するとともに、宮崎県内有数の木材産地と物流拠点の志布志港を結ぶ重要な物流道路を形成
し、地域の主要産業を支援する。また、油津港と連携した広域周遊観光ルートを形成し、観光振興を支援する。 

全体事業費 約７５０億円 計画交通量 
約４，７００台／日 
～約１３，１００台／日 

事業概要図  

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【宮崎県知事】 
新規事業採択時評価に係る「一般国道２２０号（東九州自動車道）油津・夏井道路」事業の予算化について同意いたします。 
当該道路は、人やモノの交流を促進し、本県の経済活動、物流、企業誘致、観光、医療、防災などあらゆる分野で可能性が大

きく広がる重要な路線であるとともに、今後想定される南海トラフ巨大地震などの大規模災害時には、「命の道」として大変重
要な役割を担う路線です。 
高速道路はネットワークとしてつながってこそ、その真価が最大限に発揮されるものです。引き続き、事業が円滑に推進され

るよう、沿線自治体と連携し、事業中区間も含め、工事実施に伴い発生する建設発生土の仮置場の確保や土砂処分について協力
いたします。また、（仮称）串間ＩＣへのアクセス道路となる県道今別府串間線の交差点改良や、県内の東九州道の無料区間に
おいて、ＩＣ近傍への道の駅等休憩施設の設置に向け、国交省、関係市とともに検討を進めるなど対応いたします。さらに、当
該道路整備に伴う、付け替え道路（跨道橋や横断ボックスなど）の集約化に向け、本県としても積極的に関与し、沿線市町村と
地元調整を行ってまいります。 
つきましては、平成３１年度新規事業としての予算化に特段の配慮をお願いします。 

【鹿児島県知事】 
新規事業採択時評価に係る「一般国道２２０号（東九州自動車道）油津・夏井道路」事業の予算化について同意いたします。 
東九州自動車道は、国内外との物流拠点として整備が進む志布志港や大隅地域から宮崎県や北部九州への物流の効率化、流通

拡大による産業の活性化、さらには日南海岸国定公園に指定され、すばらしい景観で知られるダグリ岬などの観光振興の促進を
図る上で、必要不可欠な道路であり、また、南海トラフ地震など巨大津波発生時における防災機能確保の面においても、大きな
役割を担うことが期待される道路でもあります。 
鹿児島県としては、東九州自動車道は、地域の企業立地を促進するなどのストック効果をもたらす重要な道路であると強く認識

しているところであり、宮崎県奈留から当県夏井までの区間の事業化のあかつきには、当県が主体となって、用地取得への協力
や埋蔵文化財調査、土砂処分や付替道路集約化に関する調整など、事業が円滑に推進されるよう、他の道路直轄事業を含め、最
大限協力してまいりますので、是非とも平成３１年度の新規事業として予算化していただきますようお願いいたします。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 
・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｈ２８．１） 
 
事業評価結果 

 
採択の理由 

費用便益比が２．４（１．１）と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 
油津・夏井道路の開通により、南海トラフ地震時の津波浸水域を回避し、災害時の救援活動等にも機能する信

頼性の高い高速ネットワークを形成するとともに、宮崎県内有数の木材産地と物流拠点の志布志港を結ぶ重要な
物流道路を形成し、地域の主要産業を支援する。また、油津港と連携した広域周遊観光ルートを形成し、観光振
興を支援するなど、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

費
用
対
便
益
分
析 

Ｂ／Ｃ 
２．４ 

(１.１) 

総費用 １，１６２億円 総便益 ２，７９１億円 基準年  

事業費：  １，０５３億円 

維持管理費：  １０９億円 

走行時間短縮便益：２，１５５億円 

走行経費減少便益：   ４６４億円 

交通事故減少便益：   １７２億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝2.2 (交通量    -10％) B/C＝2.6  (交通量    +10％) 

事業費変動 B/C＝2.2 (事業費変動   +10％) B/C＝2.6  (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝2.2 (事業期間変動 +20％) B/C＝2.5  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者 

へ
の
影
響 

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない 

事故対策 － ・注目すべき影響はない 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 － ・注目すべき影響はない 

地域経済 ◎ 

・現道の道路線形が厳しい箇所を回避することにより、走行性、安全性が向上し、
物流効率化による地域産業を支援 
〔現道課題箇所の回避〕 

  平面線形が厳しい箇所：現況 33 箇所 → 整備後 0 箇所 
  縦断線形が厳しい箇所：現況  7 箇所 → 整備後 0 箇所 
・油津港から周辺観光地への移動時間短縮等により、広域周遊観光ルートが形成さ

れ、観光振興支援 
〔油津港～イルカランドの所要時間〕 

  現況 56 分 → 整備後 41 分（15分短縮） 

災 害 ◎ 

・現道の津波浸水区間や防災上危険な箇所を回避し、災害時の救援活動等において
も機能する信頼性の高い高速ネットワークを形成。 
〔防災機能の向上〕 

  津波浸水区間延長  ：現況 9.8 ㎞  → 整備後 0 ㎞  
  防災点検要対策箇所 ：現況  4 箇所 → 整備後 0 箇所 

環 境 － ・注目すべき影響はない  

地域社会 － ・注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ ・宮崎県・鹿児島県両知事より、油津～夏井間の早期事業化を要望 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正     

      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※B/C の上段の値は清武 JCT～志布志 IC（仮称）を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区

間を対象にした場合の費用便益分析結果 

油津・夏井道路 



新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業箇所） 

事業評価結果（防災機能）

事業の必要性 

本道路は、南海トラフ地震時の津波浸水域を回避し、災害時の救援活動等にも機能する信頼性の高い高速ネッ
トワークを形成するとともに、宮崎県内有数の木材産地と物流拠点の志布志港を結ぶ重要な物流道路を形成し、
地域の主要産業を支援する。また、油津港と連携した広域周遊観光ルートを形成し、観光振興を支援する。

評価項目 地域の課題 関連する計画 

防災 

・当該沿線地域では、南海トラフ地震による最大津波

高さが、九州で最大の１７ｍと想定されており、並行

する現道の国道２２０号は、津波により約４割が浸

水。更には、防災上危険な箇所も存在するなど、被災

リスクが高い。

・直近では、平成３０年９月の台風２５号の影響によ

り、串間市で越波による道路冠水で通行止めになるな

ど、災害に対し非常に脆弱。

※宮崎県国土強靭化地域計画(H28.12)
・緊急輸送等のための交通インフラの確保として、東九州

自動車道及び九州中央自動車道の事業中区間の早期完成と

未事業化区間の早期事業化及び暫定二車線区間の四車線化

を推進する。

※鹿児島県地域強靭化計画(H28.3)
・災害時の緊急輸送を確保するため、高規格幹線道路及び

地域高規格道路等の緊急輸送道路の整備を進めるととも

に、リダンダンシーの向上、高速ネットワークの構築を着

実に推進する。

産業 

・宮崎県の杉丸太生産量は、２７年連続日本一で、そ

のうち、県の代表ブランド「飫肥杉」は日南市や串間

市が主な産地であり、主に志布志港から輸出。

・また、志布志港では、原木輸出量が国内シェアの３

割を誇る日本一の木材出荷拠点であり、地域の産業に

とって重要な物流拠点。

・しかし、その主な輸送経路である国道２２０号は、

道路線形が厳しい箇所が多く存在し、輸送効率に影響

するなど、走行性、安全性に課題。

※未来みやざき創造プラン(H27.7改訂)
・本県の特性や地域資源を活用した産業の成長加速化や競

争力の高い産業基盤の構築をねらい、九州各県や経済界と

連携し、交通・物流ネットワークの基盤となる東九州自動

車道の県南区間の整備促進及び利用促進に、県民の総力を

結集して取り組む。

※かごしま未来創造ビジョン(H30.3)
・暮らしが潤い世界に繋がる県土の創造には、人やモノの

交流を支える交通ネットワークの形成が必要。そのために

は、高規格幹線道路等のミッシングリンクの解消を図る必

要があり、東九州自動車道等の整備を促進する。

観光 

・油津港へ寄港するクルーズ船は、近年、大幅に増加

傾向で、また、油津港では世界最大級のクルーズ船（２

２万トン級）の受け入れ可能な岸壁を整備するなど、

観光振興に注力している。

・一方で、高速ネットワークがなく、広域移動や定時

性の確保が困難な日南市、串間市、志布志市において

は、観光客数が伸び悩んでいる状況。

※宮崎県観光振興計画(H27.7)
・海外クルーズ船の誘致促進を進めるとともに、何度も訪

れたくなる観光地づくりの基盤整備として、東九州自動車

道の県南区間等の早期整備に向けた取り組みを推進する。

※鹿児島県観光振興基本方針(H27.3)
・東九州自動車道やフェリー等を活用した他地域との広域

的な観光ルートの形成等を進めるとともに、スポーツキャ

ンプの誘致や国際交流等に取り組む。

その他 

事業の有効性 

・当該事業の実施により、脆弱度の評価がＤランク→Ｂランクに改善するとともに、災害時の防災機能が強化さ
れる。
・また、本事業において、南海トラフ地震時の津波浸水域を回避し、災害時の救援活動等にも機能する信頼性の
高い高速ネットワークを形成するとともに、宮崎県内有数の木材産地と物流拠点の志布志港を結ぶ重要な物流道
路を形成し、地域の主要産業を支援する。また、油津港と連携した広域周遊観光ルートを形成し、観光振興を支
援するなど、有効性の高い事業と評価する。

道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
防
災
機
能

主な区間 
改善 

ペア数 

脆弱度 

（防災機能ランク） 累積脆弱度の変

化量 

改善度 
評価 

整備前 整備後 通常時 災害時 

宮崎県庁 県立

日南病院

８

〔３〕

１．００ 
（Ｄ）

１．００

（Ｄ）

０．２２ 
（Ｂ）

０．２８

（Ｂ）

▲１３９．９２ 

〔▲２２．８１〕 

０．２１ 

〔０．０８〕 

０．８８ 

〔１．００〕 
◎

事業の効率性 

・手続きの完了 ：都市計画決定（Ｈ２８．１）

※道路ネットワークの防災機能の上段の値は清武 JCT～志布志 IC（仮称）を対象とした場合、

下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の防災機能評価結果



 

新規事業採択時評価結果（平成３１年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道５８号 浦添
うらそえ

北
きた

道路
ど う ろ

Ⅱ期線 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

内閣府 

沖縄総合事務局 

起終点 
自：沖縄

おきなわ

県宜野湾市字宇地
ぎ の わ ん し あ ざ う ち

泊
どまり

 

至：沖縄
おきなわ

県浦添市
う ら そ え し

字港
あざみなと

川
が わ

 
延長  ２．０㎞ 

事業概要  

浦添北道路は、沖縄西海岸道路（読谷村～糸満市）一部を形成し、宜野湾市字宇地泊と浦添市字港川に至る

延長２．０ｋｍの地域高規格道路である。浦添北道路Ⅱ期線は、既に供用している浦添北道路を６車線に拡幅

する事業である。 

事業の目的、必要性  

浦添北道路Ⅱ期線は、並行する国道５８号の交通混雑の緩和を図るとともに、地域経済・観光産業の活性化

及び、安全快適な観光活動を支援する事業である。 

全体事業費 約２８０億円 計画交通量 約３８,７００台／日 

事業概要図  

  

        

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

浦添北道路Ⅱ期線は、那覇空港や那覇港等の主要拠点へのアクセス性を向上させ、地域経済の発展に重要な

役割を果たすことが期待されており、多くの団体から早期整備の要望を受けている。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

■費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了：都市計画決定手続き完了（Ｈ１７年９月） 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．９ 

総費用 ２１２億円 総便益 ４０３億円 基準年  

事業費： ２０６億円 

維持管理費： ５．４億円 

走行時間短縮便益： ３８０億円 

走行費用減少便益： ２３億円 

交通事故減少便益： ０．８億円 

平成３０年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.7 （交通量 -10 ％） B/C=2.1 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C=1.7 （事業費 +10 ％） B/C=2.1 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C=1.8 （事業期間 +20 ％） B/C=2.1 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

浦添北道路、国道58号浦添地区の交通混雑が緩和 

 

【浦添北道路の混雑度】 

 現況 1.57 ⇒ 整備後 0.59 （約6割改善） 

【国道58号浦添地区の混雑度】 

 現況 1.59 ⇒ 整備後 0.97 （約4割改善） 

 

事故対策 〇 
交通を分散させることにより国道58号浦添、宜野湾市内の観光交通の事故件数が減少。 

 現況 92件 ⇒ 整備後 69件 （約3割改善） 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 
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住民生活 － 注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ 

・沖縄西海岸地域の交通混雑の緩和や那覇空港・那覇港とのアクセス向上により地域

経済や観光産業の活性化を支援する。 

 

【那覇空港 ～北谷アメリカンビレッジの所要時間の変化】 

 整備前 46分 ⇒ 整備後 40分 （約6分短縮） 

 

 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 － 注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ ・都市計画決定手続き完了（Ｈ１７年９月） 

 

採択の理由 
 費用便益比が１．９と、便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続が完了し、事業採択の前提条件が

確認できる。 

 また、那覇都市圏における交通渋滞の緩和や地域経済の活性化も期待できる等、事業効果が高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業については妥当である。 
 
 

 

 

位置図 

担 当 課：道路局 国道・技術課 

担当課長名：東川 直正      

 

  ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

 
 

浦添
うらそえ

北
きた

道路
ど う ろ

Ⅱ期線 

浦添
うらそえ

市
し

 宜野湾
ぎ の わ ん

市
し

 


